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（午前 ９時 ３０分）

平野倖規議長

皆さん、おはようございます。

開会前に先立ち、少し時間をいただきたいと思います。

２月２９日の新聞報道で、当町議員が道路交通法違反の疑いで、現行犯逮捕されたとのこと

であります。

今回の件について、町民の模範となるべき議員が逮捕されたことは、まことに遺憾であり、

議長として、町民の皆様には、大変申し訳なく思っております。

紀北町議会といたしましては、今後このようなことが起こらないよう、いっそう襟を正し、

町民の皆様の信頼回復に、鋭意努めてまいる所存でありますので、ご理解をお願いいたしま

す。

お時間どうもありがとうございました。

平野倖規議長

それでは会議を進めます。

ただいまの出席議員は１７名であり、定足数に達しております。

なお、１０番 東篤布君から、欠席との連絡を受けておりますので、ご報告申し上げます。

また、羽根川事務局長は欠席のため、脇次長が代理いたします。

平野倖規議長

それでは、ただいまから、平成２４年３月紀北町議会定例会を開会いたします。

３月定例会の開会にあたりまして、一言ご挨拶申し上げます。

本定例会は、平成２４年度当初予算を審議する、最も重要な議会であり、提出された諸議案

は、町民生活に重大な関連のある、かつ、その内容も多種多様にわたる膨大なものでありま

す。

議会といたしましては、町民の福祉増進の見地から、十分な審議を尽くし、町民の要望を

町の諸施策に反映すべく、努力いたしたいと存じます。

本日から、３月２１日までの長期となりますが、議員各位には、健康に十分に留意されまし

て、慎重審議をお願いするとともに、議会運営に格段のご協力を賜りますよう、お願い申し

上げまして、開会の挨拶とさせていただきます。
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平野倖規議長

次に、会期日程及び議事日程につきましては、お手元に配付したとおりであります。

なお、今期定例会において、議会放送番組収録のためＺＴＶ及び企画課職員による撮影等

を許可することにいたします。

それでは、会期日程並びに議事日程を議会事務局次長に朗読させます。

脇議会事務局次長。

脇俊明議会事務局次長

それでは、まず会期日程表から朗読させていただきます。

平成２４年３月紀北町議会定例会会期日程表

日程第１日、３月２日、金曜日、９ 時３０分、本会議、開会、町政の一般説明、人事案件の

上程、質疑、討論、採決。一般議案上程、説明。一般質問の受付開始は、本日の午前８時３０

分からでございます。

第２日、３月３日、土曜日、休会、休日のためでございます。

第３日、３月４日、日曜日、同じく休日のため休会でございます。

第４日、３月５日、月曜日は、口頭弁論のため休会とさせていただきます。

第５日、３月６日、火曜日、９時３０分、本会議、議案の質疑、委員会付託で、この日、一

般質問の受付締め切りが午後１時までとなっております。

第６日、３月７日、水曜日、委員会のため休会といたします。

第７日、３月８日、木曜日も委員会のため休会といたします。

第８日、３月９日、金曜日は、中学校の卒業式がございますので休会といたします。

第９日、３月１０日、土曜日、第１０日、第３月１１日、日曜日は、両日とも休日のため休会で

ございます。

第１１日、３月１２日、月曜日は、委員会開催日のため休会でございます。

第１２日、３月１３日、火曜日は、委員会予備日として休会とさせていただきます。

第１３日、３月１４日、水曜日、９時３０分、本会議、第１４日、３月１５日、木曜日、９時３０分、

本会議、両日とも一般質問でございます。

第１５日、３月１６日、金曜日は、小学校の卒業式ですので休会でございます。

第１６日、３月１７日、土曜日、第１７日、３月１８日、日曜日は休日のため休会でございます。

第１８日、３月１９日、月曜日、９時３０分、本会議、一般質問でございます。

第１９日、３月２０日、火曜日は、休日のため休会でございます。
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第２０日、３月２１日、水曜日、９時３０分、本会議、委員長報告、質疑、討論、採決、閉会で

ございます。

脇俊明議会事務局次長

続きまして、議事日程表を朗読させていただきます。

平成２４年３月紀北町議会定例会議事日程（第１号）

平成２４年３月２日（金曜日）９時３０分開議

第１ 会議録署名議員の指名

第２ 会期の決定

第３ 諸般の報告

第４ 行政報告

第５ 町政の一般説明

第６ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

第７ 議案第１号 人権が尊重される紀北町をつくる条例

第８ 議案第２号 紀北町総合支所条例の一部を改正する条例

第９ 議案第３号 紀北町公告式条例の一部を改正する条例

第１０ 議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例

第１１ 議案第５号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部

を改正する条例

第１２ 議案第６号 紀北町税条例の一部を改正する条例

第１３ 議案第７号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

第１４ 議案第８号 紀北町立老人ホーム赤羽寮条例の一部を改正する条例

第１５ 議案第９号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例

第１６ 議案第１０号 紀北町営住宅条例の一部を改正する条例

第１７ 議案第１１号 紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例

第１８ 議案第１２号 紀北町立公民館条例の一部を改正する条例

第１９ 議案第１３号 紀北町集会所の指定管理者の指定について

第２０ 議案第１４号 紀北町森林公園オートキャンプ場の指定管理者の指定について

第２１ 議案第１５号 三重紀北消防組合規約の変更に関する協議について

第２２ 議案第１６号 三重県自治会館組合の共同処理する事務の変更及び三重県自治会館組

合規約の変更に関する協議について

５



第２３ 議案第１７号 三重県市町職員退職手当組合の解散に関する協議について

第２４ 議案第１８号 三重県市町職員退職手当組合の解散に伴う財産処分に関する協議につ

いて

第２５ 議案第１９号 平成２３年度紀北町一般会計補正予算（第６号）

第２６ 議案第２０号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

第２７ 議案第２１号 平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

第２８ 議案第２２号 平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）

第２９ 議案第２３号 平成２３年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

第３０ 議案第２４号 平成２４年度紀北町一般会計予算

第３１ 議案第２５号 平成２４年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

第３２ 議案第２６号 平成２４年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算

第３３ 議案第２７号 平成２４年度紀北町介護サービス事業特別会計予算

第３４ 議案第２８号 平成２４年度紀北町水道事業会計予算

第３５ 報告第１号 専決処分の報告について

第３６ 請願案件

以上でございます。

平野倖規議長

これより本日の会議を開きます。

日程第１

平野倖規議長

日程第 １ 会議録署名議員の指名を行います。

会議規則第 １１９条の規定により、本日の会議録署名議員に、

１１番 東 清剛君

１２番 松永 征也君

のご両名を指名いたします。
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日程第２

平野倖規議長

次に、日程第 ２ 会期の決定の件を議題とします。

お諮りします。

本定例会の会期は、本日３月２日から３月２１日までの２０日間にしたいと思いますが、ご異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

異議なしと認めます。

したがって、本定例会の会期は、本日３月２日から３月２１日までの２０日間とすることに決

定しました。

日程第３

平野倖規議長

次に、日程第３ 諸般の報告を行います。

去る２月２４日に議会運営委員会が開催され、３月定例会にかかる運営等について協議が行

われました。その確認事項等について報告申し上げます。

まず、町長からの提出議案についてであります。

本定例会に提案され、受理した案件は、諮問が１件、議案については、第１号から第２８号

までの２８件、報告１件で、合計３０件となっております。

また、請願案件１件を受理しており、所管の委員会に付託することの確認をいただいてお

ります。

次に、３月定例会における一般質問通告書の受け付けは、本日、午前８時３０分から午後５

時までと、第４日、３月５日、月曜日、午前８時３０分から午後５時まで、また、第５日、３

月６日、火曜日、午前８時３０分から午後１時までとなります。
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質問の趣旨は具体的に記載することになっており、単なる質問項目のみで、要旨が具体的

に記載されていない場合は、受理しないこともありますので、ご注意ください。

次に、地方自治法第 ２３５条の２第１項の規定による例月出納検査について、平成２３年度普

通会計の１１月分から１月分までと、平成２３年度水道事業会計の１１月分から１月分までについ

て、同条第３項の規定により監査委員から報告を受けております。報告書は議会図書室に保

管してございますので、ご覧ください。

次に、一部事務組合議会等の開催であります。

紀北広域連合議会は、３月２６日、月曜日、午前１０時から開催。

東紀州農業共済事務組合議会は、３月２７日、火曜日、午前１０時から開催。

三重紀北消防組合議会は、３月２９日、木曜日、午前１０時から開催。

荷坂やすらぎ苑組合議会は、３月３０日、金曜日、午前１０時から開催の予定であります。

次に、紀北町開発公社の理事会を３月１６日、金曜日の午後１時３０分から開催の予定であり

ます。なお、この日は小学校の卒業式のため休会となっていますが、よろしくお願いします。

次に、三重県町村議会議長会理事会における事項についてであります。

１月２０日に開催された理事会において、私が監査委員に選任されましたので、ご報告申し

上げます。

次に、２月６日、市町議会と県議会との交流・連携全体会議が開催され、今回は、防災を

テーマに、正副議長及び防災問題特別委員会の正副委員長が参加いたしましたので、ご報告

申し上げます。今後は、広域圏単位でのブロック会議を開催する予定とのことであります。

次に、地方自治法第 １２１条の規定により、提出案件等の説明のため、あらかじめ出席を求

めましたところ、尾上町長はじめ、大和教育委員長、井上監査委員、その他関係課長等の出

席がありましたので、ご報告申し上げます。

次に、定例会中の行事であります。３月９日、金曜日は中学校の卒業式で、３月１６日、金

曜日は小学校の卒業式となっています。その他幼稚園の卒園式も含めた一覧表を各議員の棚

に配付させていただいておりますので、ご覧ください。

以上で、諸般の報告を終わります。

日程第４
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平野倖規議長

次に、日程第４ 行政報告について町長から申し出がありましたので、許可することとい

たします。

尾上町長。

尾上壽一町長

皆さん、おはようございます。

本日は定例会の開催要請をさせていただきましたところ、多数のご出席を賜り厚く御礼を

申し上げます。

早速ですが、本議会定例会にあたりまして、行政報告をさせていただきます。

報告につきましては、東日本大震災被害者のご冥福を祈る黙祷についてでございます。昨

年３月１１日に発生いたしました東日本大震災では、マグニチュード ９．０の巨大地震と、それ

に伴う大津波で死者・行方不明者を合わせ、約２万人の方が犠牲となりました。

改めまして、心からご冥福をお祈りいたしますとともに、いまだ避難生活を余儀なくされ

ておられる方も数多くおられますが、被災地の復興を心からご祈念するものでございます。

３月議会定例会会期中の３月１１日の日曜日は、あの痛ましい未曾有の大震災から１年を迎

えることとなります。

そこで、本町といたしましては、東日本大震災を教訓とし、また、改めましてお亡くなり

になられた方々の、ご冥福をお祈りいたしたいと考えております。

つきましては、巨大地震発生の３月１１日、午後２時４６分に、防災行政無線で全町民に１分

間の黙祷を呼びかけますので、議員各位におかれましても、ご協力をお願い申し上げます。

以上、ご報告をいたしまして、３月定例会にあたりましての行政報告とさせていただきま

す。

日程第５

平野倖規議長

次に、日程第５ 町政の一般説明を行います。
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尾上町長。

尾上壽一町長

それでは、本日ここに、平成２４年度当初予算及び諸議案を提案し、ご審議いただくにあた

り、私の町政に対する所信の一端と予算案の概要を申し述べさせていただきます。

町長就任から２年４カ月余り、私は「すべては住民目線で、すべては住民とともに」の基

本姿勢のもと、できる限り現場に出向き、住民の皆様の声に耳を傾けてまいりました。

今後も、常に対話を重ねながら、紀北町の抱える課題を一つひとつ着実に解決すべく取り

組んでいく所存ですので、議員の皆様並びに町民の皆様には、ご理解とご協力を賜りますよ

う、よろしくお願いを申し上げます。

国政におきましては、少子高齢化と人口減少による活力の低下が懸念されるなかで、円高

等に伴う経済活動の停滞、税と社会保障の一体改革、ＴＰＰ参加の是非など、我が国の将来

を大きく左右する課題が山積しており、今まさに大きな転換期のうねりのただ中にあるとい

えます。

一方、県政におきましては、昨年４月に就任いたしました鈴木知事のもと、「幸福実感度

日本一」を掲げ、新しい三重づくりが進められつつあります。厳しい財政状況の中ではあり

ますが、今後の東紀州地域対策、防災、医療福祉、環境、産業政策等において、市町や地域

の実情を踏まえた新しい県政の展開に期待しているところでございます。

町政は、これらの国や県の動きに大きな影響を受けることから、その動向を注視し、戦略

的に連携を図りながら、しっかり対応していきたいと考えます。

本年は、平成２４年度から平成２８年度までを計画期間とする紀北町第１次総合計画・後期基

本計画のスタートの年となります。現在、策定に向けた取組を進めているところであります

が、私といたしましては、「安全・安心」「にぎわい」「人・地域の元気」の３つのテーマ

について、重点的に取り組んでいきたいと考えております。

まず、「安全・安心」については、犠牲者「０」をめざす、災害に強いまちづくりを進め

ます。昨年は、３月１１日の東日本大震災や９月初旬の台風１２号による紀伊半島大水害など、

災害の怖さを改めて痛感した１年でございました。東海・東南海・南海地震や異常な豪雨を

想定したうえで、これまで以上に、防災、減災対策の推進に努めていきたいと考えておりま

す。

避難路、避難場所の整備や、地域における防災力の向上に取り組むとともに、銚子川、赤

羽川等の堆積土砂の除去にも努めていきます。また、三浦、矢口浦の海岸保全施設整備につ
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きましても、津波や、台風時の高潮等に備えるべく、防潮堤の設置等を引き続き着実に進め

ていきたいと考えております。

次に、「にぎわい」につきましては、近畿自動車道紀勢線の延伸が進行するなか、交流人

口「 ２００万人」をめざし、スポーツ合宿の受け入れや新たな観光メニューの提供など、観光

振興と関連産業の振興を進めます。

四季を通じて観光の目的地となるため、世界遺産熊野古道、熊野灘レクリエーション都市、

銚子川、魅力的な食などの地域資源を生かしながら、滞在時間の拡大、宿泊客の増大へつな

げていきたいと考えております。

特に、銚子川の魅力アップにつきましては、馬越峠や周辺施設と関連づけながらソフト事

業を展開するとともに、温浴施設の整備に向けた具体的な検討に着手していきたいと考えて

おります。

「人・地域の元気」につきましては、健康寿命「５歳」延長をめざし、健康ウォーキング、

きほく活活体操、グラウンドゴルフの定着に努めるとともに、高齢者の健康維持と増進に向

け、検診の充実、意識の啓発などの効果的な対策に取り組んでいきたいと考えております。

また、平成２５年の１月中には、紀北町本庁舎の旧尾鷲高等学校長島分校への移転を予定し

ております。 本庁舎の移転に合わせ周辺の生涯学習施設の充実に取り組むとともに、現在の

本庁舎と周辺施設の利活用についても検討を進めるなど、両区の均衡ある発展とさらなる紀

北町としての一体感の醸成に努めます。

このような思いの中、本町の平成２４年度当初予算は次の考え方を基本に、編成したところ

であります。

まずは、厳しい財政状況や様々な社会情勢の変化をしっかりと認識したうえで、将来にわ

たり財政の健全性を維持することを念頭に置きながら、新たな住民ニーズへの対応に努める

とともに、本町の将来を見据えた重要な課題に取り組んでいくというものであります。

先に申し述べました３つのテーマを推進する施策はもとより、高齢者、障がい者への福祉

施策、児童生徒の安全・安心と子育て支援、そのほか集会所建設や道路整備といった身近な

生活環境整備など、地域への経済効果を高め雇用確保につながる取り組みを進めることとい

たしております。

これらを基本として予算編成を行った結果、本町の平成２４年度一般会計当初予算の総額は、

１０１億 ２，５１８万 ８，０００円で、前年度に比べ約 ８．９％の伸びとなっております。

合併後の当初予算といたしましては、はじめて １００億円を上回る積極的予算であり、財政
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の厳しい中ではありますが、国・県の補助金・交付金をはじめ過疎対策事業債、合併特例事

業債など、有利な起債の活用を図るとともに、財政調整基金等の繰り入れにより対応してま

いります。

それでは、紀北町第１次総合計画の基本目標に基づきまして、主な施策の概要について申

し上げます。

基本目標の１つ目の「自然と共生し、快適で安心して暮らせるまちづくり」についてであ

りますが、まずは、最重要課題の一つとして位置づける安全・安心への取り組みであります。

３．１１の東日本大震災発生以来、「より早く、より高く」を合言葉に、各自主防災会から要

望の多かった津波避難路整備について、積極的に取り組んできておりますが、平成２４年度も

引き続き整備を進めてまいります。

また、浸水を想定した高台への自主防災倉庫の新設・移転、夜間・停電時の避難路等の安

全確保のため、ソーラー街灯の増設を進めるとともに、シール等による海抜表示、飲料水・

食糧等の災害用備蓄品のこれまで以上の確保に努めてまいります。さらに、共助の要となる

自主防災会のより一層の活性化を図るため、地域の自主的な避難路整備等の取り組みに対す

る新たな助成制度を創設し、自主防災会の活動を支援いたしてまいります。

また、災害による被害を最小限にくい止めるためには、住民一人ひとりの防災意識の高揚

を図ることが重要であることから、三重大学大学院工学研究科 川口淳准教授に紀北町防災

アドバイザーに就任いただきまして、自主防災会等を中心とした防災講演会、タウンウオッ

チング、研修会等、防災・減災の教育訓練などを通してさまざまななご指導、ご提言をいた

だき、町全体の防災力強化に努めてまいりたいと考えております。

次に、環境保全対策では、資源ごみストックヤード整備に着手し、まず平成２４年度には、

紀北町環境衛生センターの旧焼却炉解体を実施いたします。また、引き続き資源ごみステー

ションを計画的に整備しながら、より充実した資源ごみ等の収集に努めます。

さらに、苗の配布などによる緑のカーテンの普及・啓発を行い、家庭での温暖化防止への

取り組みを進めるとともに、引き続きイベント・研修・講座等におきまして、ごみの減量化

やリサイクルの啓発推進に努めながら、資源の有効利用と、ＣＯ２ の削減など環境負荷の低

減に積極的に取り組んでいきます。

また、生活排水対策では、引き続き合併処理浄化槽設置を支援するとともに、環境保全の

ための水質調査や大気環境調査及び、 廃棄物の不法投棄防止のための看板設置や環境パトロ

ールの強化にも努めます。
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港湾・海岸整備では、引本港など海岸堤防の老朽化対策と、高浜海岸の浸食や船津川・銚

子川の河口閉塞につきまして、関係機関に対応を求めるとともに、 長島港では、呼崎名倉海

岸の堤防補強の事業促進を図ってまいります。また、 樋門扉の自動化につきましては、引本

港陸閘が完成し、長島港陸閘では、すでに完成した２基以外の箇所について工事が実施され

ます。

砂防対策では、土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域等を指定するため、平成２２年

度より基礎調査が行われておりまして、平成２４年度においても三浦地区、東長島地区、相賀

地区、島勝浦地区の基礎調査が継続して行われます。

河川対策では、県の河川事業により、海山区では内頭川の樋門、船津川の河床掘削などの

整備が引き続き実施され、紀伊長島区の赤羽川では、河川堤防補強のため、漏水対策の設計

業務が実施されます。 町管理河川の整備は、 紀伊長島区では引き続き「準用河川古戸川」の

整備を実施し、海山区では、新たに「準用河川小松原谷川」の整備に着手をいたします。

土石流対策の施設整備では、海山区の「上里・火の谷川」「矢口浦・白越谷川」及び「島

勝浦・向井谷川」 、紀伊長島区の「海野・楠谷川」の砂防堰堤工事が継続して実施されます。

また、海山区の「便ノ山・宇山地区」の地すべり対策事業が実施されます。

急傾斜地崩壊対策では、台風１２号により一部崩壊した紀伊長島区の西町地区と、松本・新

町地区において対策工事が実施されます。

交通・通信体系の道路網整備では、いよいよ本年３月２０日に、近畿自動車道・紀勢線の

「海山インターチェンジ」と「尾鷲北インターチェンジ」間が開通をいたします。また、平

成２４年度中には「紀勢・大内山インターチェンジ」と「紀伊長島インターチェンジ」間が開

通し、平成２５年度中には「紀伊長島インターチェンジ」と「海山インターチェンジ」間が、

開通する予定となっております。

県の道路事業では、「国道 ４２２号・紀伊長島インター線」「矢口浦上里線」及び「長島港

古里線」の整備が引き続き実施されます。

町の道路事業では、「過疎対策事業債」を活用して、住民生活に密着した道路の改良や舗

装など、 必要性や優先度を踏まえつつ整備を進めます。海山区では引き続き「小山山側線」 、

「本地２号線」の道路整備を行うとともに、新たに「相賀朝日町３号線」 、「ニノ場５号

線」などの道路整備を行います。紀伊長島区では、引き続き「中田１号線」 、「山本５号

線」の整備、また新たに「久野線」 、「中道２号線」などの道路整備を行います。

水道事業では、人口減少や節水意識の高まり等に伴う水道事業収益の減少による経営の悪
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化や老朽施設の更新、大地震対策としての施設の耐震化などの問題に直面しておりますが、

平成２４年度におきましては、紀伊長島区紅ヶ平浄水場の電気計装設計委託を行い、平成２５年

度より改修をしていきます。また、現在、本町の水道事業の現状の把握・分析を行い、総合

的に問題点を明らかにするとともに課題の抽出を行っているところであり、今後、計画的に

施設整備を進めるとともに、長期的な収支バランスの見通しを立て、経営基盤の強化に努め

てまいります。

次に、「互いに支え合い、健康でいきいきと暮らせるまちづくり」についてであります。

子どもや家庭を取り巻く環境は厳しさを増すなか、少子化対策として「安心して子どもを

生み、健やかに育むまちづくり」の基本理念のもと、家庭と地域が子育てする力を高めてい

く環境づくりを推進していきます。

このため、地域における子育て支援として、保育所、子育て支援センターはもとより、平

成２２年度から、町内２箇所に設置された放課後児童クラブなど子育ての福祉サービスに対す

る支援を引き続き実施いたします。また、乳幼児医療費の無料化につきましては、平成２２年

度から、入院に限り対象年齢を小学校６年生まで拡大して実施しておりますが、本年９月か

ら名称を「子ども医療費」として、入院だけでなく通院についても無料化を実施し、さらに

医療費負担の軽減を図ることで子育て支援の充実に努めます。

高齢者対策では、高齢者の安全や見守り等に資する事業として、緊急通報装置の設置事業、

配食サービス事業等を継続するとともに、新たに高齢者の身体の状況が確認できる救急医療

情報キットを配布し、安全対策を図ります。さらに、「地域介護予防活動支援事業」による

健康保持への活動や、民生委員や地域包括支援センター等の協力を得て、「地域での見守り

活動」の推進を図るとともに、介護基盤整備対策として、新たに民間が実施する地域密着型

の小規模多機能型居宅介護施設２箇所の整備に対する助成も実施します。

また、バス路線空白地域における高齢者等の移動手段の確保として、平成２３年７月に試行

運行を開始した「いこかバス」につきましては、現在、２地域をモデル地区として運行して

おりますが、今後、運行時間や運行方法等を検証し改善を行ったうえで、地域をさらに広げ

本格運行につなげていきたいと考えております。

障がい者福祉施策では、医療費助成や障害者自立支援法に基づく介護・訓練等給付事業等

をはじめ、じん臓機能障害による人工透析など、通院に要する経済的負担を軽減するための

助成についても、引き続き実施をいたします。また、紀北広域連合の障害者支援施設整備計

画に基づく紀北作業所等の改修整備につきましても、平成２４年度から着手し積極的に進めて
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いきます。

次に、町民の皆さまの健康づくり事業につきましては、平成２１年度に立ち上げた「紀北町

民ウォーキングの会」を中心として、さらなる会員登録を促すとともに、平成２３年度からは

毎月第３日曜日をウォーキングの日と定め、ウォーキングの推進に努めております。今後も

ウォーキング教室等のイベントを開催するなど、ウォーキングの定着と、紀北町オリジナル

健康体操の「きほく活活体操」も、いろいろな機会をとらえて周知・活用を図り、より多く

の住民が健康づくりに取り組んでもらえるよう働きかけていきます。

予防接種・がん検診事業につきましても、引き続き力を入れていきます。予防接種事業で

は従来の接種事業に加え、平成２４年度から新たに高齢者の肺炎球菌ワクチン接種の一部助成

も実施します。また、各種がん検診事業では、子宮がん検診、乳がん検診の毎年受診、「働

く世代への大腸がん検診事業」 や、「女性特有のがん検診事業」について休日実施を引き続

き実施するなど、受診率の向上に努めます。

国民健康保険事業では、高騰を続ける医療費抑制対策として、平成２４年度を「医療費適正

化強化年」と位置付け、 昨年度に引き続き脳ドック検診を実施するとともに、特定健康診査

につきましては、特定健康診査等実施計画に定めた目標受診率６５％の達成に向け、平成２４年

度は受診料を無料にして受診率の向上を図ります。また、東紀州地域の自殺率が高いという

現状をふまえ、引き続き防止のための啓発事業を実施します。

さらに、支え合いの観点から、「人権が尊重される紀北町をつくる条例」の制定と、男女

共同参画基本計画の策定を行います。 一人ひとりの人権意識の高揚を図るとともに、男女が

ともに家庭、職場、地域など多くの分野で力を発揮し、平等に活躍できる社会の構築をめざ

します。

次に、「地域の資源を生かし、活力と魅力あふれるまちづくり」についてでありますが、

農業振興施策では、県営中山間総合整備事業を中心に農用地内を対象に、農業生産基盤とし

て農業用水路や揚水機の改修を行うとともに、安定的な利水ができるよう施設の維持管理に

努めます。

また、 農地制度実施円滑化事業・ 土地改良施設維持管理適正化事業・ 農地防災事業・緊急

雇用創出事業等により、農業施設の維持管理に努めるとともに、生産農家における農地の利

用状況、耕作状況を把握し、その対策を検討していきます。

有害鳥獣対策では、猟友会と連携を図り、増加の傾向にあるサル・イノシシ・シカ等の獣

害被害に対し適切な駆除に努めます。また、獣害防止用のために設置する電気柵等の資材費
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用を助成するとともに、今後も自治会や関係団体等と密接に連携しつつ、鳥獣害防止総合対

策事業を推進し被害の軽減に努めます。

林業振興施策では、林道安全対策管理助成事業・森林整備地域活動支援交付金事業・森林

環境創造事業・造林事業などにより適正な森林の管理を促進し、持続的な生産のための「生

産林」とＣＯ２ の吸収による地球環境の保全など、森林の有する多面的機能を重視した「環

境林」の公益的機能の向上を図ります。

また、昨年、東京都港区と低炭素社会の実現を目的に、山林がある自治体が協力して国産

材の活用を進める協定を締結しており、町産材が港区で情報発信され活用されることで、林

業の活性化につながるよう努めるとともに、地域産材の利用拡大を図るため、従来の木造住

宅新築促進事業奨励金をより充実させ、新たに紀北町木造住宅建築促進事業補助金を創設し

ます。地域産材を利用して町内に住宅を建てた方を対象に助成するものであり、これにより、

さらなる林業振興と地域経済の活性化に努めていきます。

水産業振興施策では、種苗の放流や藻場等の調査、漁業近代化利子補給事業、漁協合併に

伴う支援、外国人漁業研修生受入対策事業、漁業担い手対策事業、漁港の維持管理事業など

を実施し、漁業生産基盤の整備及び水産資源の増殖に努めることにより、水産業の振興を図

ってまいります。

商工振興施策では、紀北町商工会との連携を強化し、引き続き中小企業指導育成事業によ

る支援を行うとともに、 恒例となっている「 年末きいながしま港市」 への支援、一次産品を

含めた町内産品などのブランド化等を進め地場産業の育成を図っていきます。

一方で、雇用情勢は引き続き大変厳しい状況にあります。平成２１年度から継続していた、

ふるさと雇用再生特別交付金事業は平成２３年度をもって終了しますが、緊急雇用創出臨時交

付金を引き続き活用し、 １４名の雇用を創出するなど雇用情勢の改善にも努めます。

観光振興施策では、高速道路の延伸が間近に迫る中、いかに紀北町に立ち寄ってもらうか、

また、目的地としてもらうか、そのための仕掛けづくりを早急に進める必要があります。

これまで紀北町観光協会に委託して実施してきた、ふるさと雇用再生特別基金事業は終了

いたしますが、今後の観光施策の重要性に鑑み、町単独事業として引き続き紀北町観光協会

に委託して観光推進を図ります。 委託内容としては、 スポーツ合宿の受け入れ、きほく倶楽

部の会員の増強、きほくラブめし決定戦の開催、観光ツアーの受け入れ、新たな観光商品の

開発、メディアへのＰＲ活動などでありますが、これまで以上に町、観光協会が協働しなが

ら観光振興、とりわけ誘客に積極的に取り組んでまいります。ＦＭラジオ番組ＰＲ事業につ
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きましても、時間を短縮した形で継続し、さらに紀北町の魅力の発信に努めます。

また、昨年８月に三重県が観光営業拠点事業として立ち上げた「三重の観光営業拠点運営

協議会」 に本年４月から本町も参加することとしております。 この組織は、 県、市町、県観

光連盟などが協働して観光客誘致と消費の拡大を図ることを目的に、名古屋市での観光と物

産の情報発信に加え、地域企画型旅行商品の造成、セールス、おもてなし・サービスの向上、

首都圏におけるトライアルショップ事業などを行っております。 本町もこの組織に参加する

ことにより、さらなる誘客の拡大を図っていきます。

「紀伊長島インターチェンジ」と「海山インターチェンジ」間に計画される三浦道路休憩

施設につきましても、防災対策上はもとより、地域の情報発信や産業振興の上からも重要な

施設として期待されるものであります。引き続き関係機関と連携のもと防災、物産販売、情

報発信等に対応した施設の整備について具体的な検討を進めます。

また、平成２５年の春、都市緑化意識の高揚を図ること等を目的とする第２４回全国「みどり

の愛護」のつどいが、紀北町内の熊野灘臨海公園で開催されることになりました。たいへん

光栄なことであります。例年、皇室からのご臨席を賜り開催される大規模な行事であり、国

・県とともに開催準備を進め、紀北町を発信していきたいと考えております。

次に、「豊かな心を育み、人と文化が輝くまちづくり」についてであります。

学校教育では、基礎学力の充実と個性の伸長を図りながら、生きる力の育成を重視した特

色ある教育活動と信頼される学校づくりの推進や、子どもたちにとって安全・安心な学校施

設の整備等、総合的な教育環境の向上をめざします。

懸案でありました学校施設の耐震化につきましては、「紀北町学校施設耐震整備計画」に

基づき、順次進めてきており、現在改築中の紀北中学校が平成２４年６月末に完成する予定で

あります。これにより、すべての学校施設の耐震化が完了いたします。

また、各小中学校において老朽化した遊具の修繕等、適切な学校施設の修繕整備を実施す

るとともに、すべての児童・生徒それぞれに、個人の尊厳が重んじられ、障がいの有無にか

かわらず、子どもたちが一緒に学び、お互いに尊重しあう感性を育むために同じ教室で教育

を受けることができるよう、介助教員の増員、配置を引き続き行うなど、総合的な環境整備

に努めます。

生涯学習施策では、平成２３年度から進めております図書システムが平成２４年度に完成しま

す。各館の蔵書をデータ化することによりまして、町内３館の図書がインターネットを通し

て各家庭からでも検索ができ、また県立図書館のシステムと町のシステムを接続することに
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より、相互の検索や貸し借りも館内のタッチパネルで簡単にできることとなります。利用者

の利便性の向上とともに、さらに蔵書数も増やすなど図書館機能の充実を図ります。

スポーツは、健康づくりや体力向上のみならず、仲間づくりや生きがいづくりなど、地域

づくりにおいて重要な役割を果たすものであることから、スポーツ振興、スポーツ交流につ

いて総合的な推進を図っていきます。

平成２４年度は、本庁舎移転とともに隣接する体育館の改修や多目的グランド等の生涯学習

施設整備を予定しており、県営・熊野灘臨海公園事業による海山区・大白公園の多目的広場

も完成に向け整備が進められています。既存の町内体育施設と合わせて活用を図ることによ

り、さらにスポーツ交流事業に力を入れ、引き続き町外のチームを招いて開催される交流大

会経費の一部を助成するなど、県内外からの団体やチームの受け入れを進めながら、スポー

ツ振興による町の活性化をめざします。

また、総合型スポーツクラブ事業では、誰でも参加できるスポーツクラブとして平成２３年

２月から「紀北健康スポーツクラブ」 を設立し、 エアロビクス、 子ども水泳教室、陸上教室、

グラウンドゴルフなど多くの参加者を得ております。特にグラウンドゴルフは高齢者のみな

らず幅広い年齢層に対応できるスポーツとして、より多くの町民が参加できるよう積極的に

推進していきます。

次に、「自立をめざし、住民と行政がともに歩むまちづくり」についてであります。

国におきましては、平成２４年度から２６年度を対象とする中期財政フレームを閣議決定し、

国債発行額の抑制、税制改革とともに、徹底した歳出抑制により財政健全化に向けた取組み

を進めることを打ち出しており、今後の地方財政への影響について注視していかなければな

りません。

特に、本町におきましては、合併後の普通交付税の算定替による加算が、平成２８年度から

段階的に縮減されていくことから、それを想定した行財政運営を図っていく必要があります。

このため、 事務事業の見直し等、 徹底した行政経費の節減はもとより、基金の造成、起債

の計画的な抑制など、引き続き行財政改革を推進し、将来にわたり持続可能な財政の健全化

に努めます。

最後に、産廃訴訟に係る損害賠償請求事件についてであります。本件は、紀北町にとりま

して最重要課題の１つであり、解決しなければならない問題であると認識をいたしておりま

す。平成２０年１月１７日に原告より国家賠償法に基づく損害賠償請求訴訟を津地裁に提起され

てから４年が経過し、いよいよ最終段階を迎えようとしております。
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平成２４年度中には津地裁において判決があるものと思われますので、引き続き、訴訟代理

人である弁護士の方々とも十分協議を重ねながら、勝訴に向けて最善を尽くしていきたいと

考えております。

以上、紀北町第１次総合計画の基本目標に基づき、主な施策について申し上げました。本

庁舎の移転、近畿自動車道紀勢線の延伸など、紀北町は、今後、様々な環境変化にさらされ

ることになります。 私は、この重要な時期に町政運営を担うものとして、町民の皆様への責

任、将来世代への責任を強く自覚しながら、紀北町が明るく元気で希望の持てる町であり続

けることができるよう、国や県への働きかけも含め、着実かつ積極的に取り組んでいきたい

と考えております。

常に町民の皆さまの視点に立ち、町民の皆さまの声と願いを行政に反映させていく所存で

ありますので、今後とも、議員の皆さまのご指導、ご協力を賜りますようお願いを申し上げ

まして、私の所信の表明を終わらせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

平野倖規議長

以上で、町政の一般説明を終わります。

日程第６

平野倖規議長

日程第６ 諮問第１号については、人事案件であるため、会議規則第３９条第３項の規定に

より、委員会への付託を省略し、本会議での審議としたいと思いますので、ご異議ございま

せんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

異議なしと認めます。

したがって、諮問第１号については、委員会への付託を省略し、本会議で審議することに

決定しました。
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日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについてを議

題といたします。

まず、提案者から提案理由の説明を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

それでは、本日本議会定例会に上程いたしました各議案の提案理由をご説明申し上げます。

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについてでありますが、

現人権擁護委員の紀伊長島区東長島 ２７２番地１、高須幹生氏が、本年６月３０日をもって任期

満了となります。同氏におかれましては、平成２１年７月から人権擁護委員としてご尽力をい

ただいております。

つきましては、教育関係に精通し、人権について理解と熱意をもって積極的な活動を遂行

している同氏を引き続き推薦いたしたく意見を求めるものであります。

人事案件は以上１件であります。ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

平野倖規議長

以上で、提案理由の説明を終わります。

これから質疑を行います。

質疑される方はありませんか。

（「な し」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

以上で、質疑を終わります。

平野倖規議長

諮問案件に対して、議会としての答申をまとめるため、ここで１０時３５分まで暫時休憩とし

ます。

（午前 １０時 ２４分）
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平野倖規議長

休憩前に引き続き、会議を開きます。

（午前 １０時 ３５分）

平野倖規議長

これより、討論、採決に入ります。

討論を行います。

まず、原案に反対者の発言を許します。

（「な し」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

次に、原案に賛成者の発言を許します。

（「な し」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

以上で、討論を終了し、採決いたします。

お諮りします。

本件については、適任という意見を付して答申することに賛成の方は挙手願います。

（ 全 員 挙 手 ）

平野倖規議長

挙手全員です。

したがって、諮問第１号については適任という意見を付して答申することに決定しました。

日程第７～日程第３４

平野倖規議長

お諮りします。

日程第７ 議案第１号から、日程第３４ 議案第２８号までの２８件の議案については、提案者
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から提案理由の説明を求めるため、一括して説明を求めることにいたしたいと思いますが、

ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

異議なしと認めます。

したがって、議案２８件については一括して提案理由並びに内容説明を求めることに決定し

ました。

それでは、まず提案者から一括して提案理由の説明を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

先ほどの人事案件につきましては、ご同意をいただきましてありがとうございました。

引き続きまして、各議案の提案理由についてのご説明を申し上げます。

議案第１号 人権が尊重される紀北町をつくる条例でありますが、世界人権宣言及び日本

国憲法の理念の下、 人権が尊重される明るく住みよい町の実現を図ることを目的に、本条例

を制定しようとするものであり、議会の議決を求めるものであります。

議案第２号 紀北町総合支所条例の一部を改正する条例でありますが、赤羽出張所を紀北

町立老人ホーム赤羽寮内に指定替えをするほか、 三野瀬出張所の位置表記を訂正する必要が

あり、本条例の一部を改正する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第３号 紀北町公告式条例の一部を改正する条例でありますが、赤羽出張所の指定替

えにともない赤羽出張所掲示場の名称を変更することのほか、三野瀬出張所掲示場の表記等

を訂正する必要があり、本条例の一部を改正する必要が生じましたので、議会の議決を求め

るものであります。

議案第４号 紀北町集会所条例の－部を改正する条例でありますが、志子奥集会所を新た

に建設したことのほか、 出垣内集会所の位置表記を訂正する必要があり、本条例の一部を改

正する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第５号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例でありますが、人事院勧告に伴う高齢者層の職員の経過措置額を廃止することによ

る月例給の引下げ及び若年層の昇給回復等の措置を講ずるため、本条例の一部を改正する必

要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第６号 紀北町税条例の一部を改正する条例でありますが、たばこ税の税率、個人住
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民税の均等割税率ほか所要の改正をすることから、本条例の一部を改正する必要が生じまし

たので、議会の議決を求めるものであります。

議案第７号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例でありますが、

小学生の医療費の助成対象を本年９月から拡大することにより、本条例の一部を改正する必

要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第８号 紀北町立老人ホーム赤羽寮条例の一部を改正する条例でありますが、条例中

に引用する介護保険法が改正され条項番号が改められたことから、 本条例の一部を改正する

必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第９号 紀北町国民健康保険条例の－部を改正する条例でありますが、国民健康保険

料等の賦課限度額の引き上げ等をすることから、 本条例の一部を改正する必要が生じました

ので、議会の議決を求めるものであります。

議案第１０号 紀北町営住宅条例の一部を改正する条例でありますが、入居者の資格、入居

の申し込み及び決定に関する手続き等について、本条例中に定める必要が生じましたので、

議会の議決を求めるものであります。

議案第１１号 紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例でありますが、志子奥教育集

会所の老朽化にともない施設を廃止することから、 本条例の一部を改正する必要が生じまし

たので、議会の議決を求めるものであります。

議案第１２号 紀北町立公民館条例の一部を改正する条例でありますが、公民館運営審議会

委員の委嘱に関する手続き等について、 本条例中に定める必要が生じましたので、議会の議

決を求めるものであります。

議案第１３号 紀北町集会所の指定管理者の指定についてでありますが、集会所の施設を管

理する者について、紀北町海山区相賀 ４９５番地８、紀北町自治会連合会 会長 松永昭生を

指定管理者としたいので、議会の議決を求めるものであります。

議案第１４号 紀北町森林公園オートキャンプ場の指定管理者の指定についてでありますが、

紀北町森林公園オートキャンプ場の施設を管理する者について、 紀北町海山区船津１５４８番地

地１、特定非営利活動法人ふるさと企画舎 理事長 田上至を指定管理者としたいので、議

会の議決を求めるものであります。

議案第１５号 三重紀北消防組合規約の変更に関する協議についてでありますが、消防救急

デジタル無線の一元的な整備及び管理に関する事務について、 三重県市町総合事務組合（現

三重県自治会館組合）で共同処理することに伴い、三重紀北消防組合規約の変更について協
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議があったので、議会の議決を求めるものであります。

議案第１６号 三重県自治会館組合の共同処理する事務の変更及び三重県自治会館組合規約

の変更に関する協議についてでありますが、三重県自治会館組合の名称変更、 共同処理する

事務の変更に伴い、同組合から規約の変更について協議があったので、議会の議決を求める

ものであります。

議案第１７号 三重県市町職員退職手当組合の解散に関する協議についてでありますが、三

重県市町職員退職手当組合を解散することに伴い、 同組合から解散について協議があったの

で、議会の議決を求めるものであります。

議案第１８号 三重県市町職員退職手当組合の解散に伴う財産処分に関する協議についてで

ありますが、三重県市町職員退職手当組合解散に伴い、財産処分をすることについて、同組

合から協議があったので、議会の議決を求めるものであります。

議案第１９号 平成２３年度紀北町一般会計補正予算（第６号）でありますが、歳入歳出予算

の総額から歳入歳出それぞれ ４，６６７万円を減額し、 歳入歳出予算の総額を、それぞれ １００億

８，７０７万 ４，０００円といたしたいので、 議会の議決を求めるものであります。

議案第２０号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）であります

が、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ９，３０６万 ７，０００円を減額し、 歳入歳出予算の総

額をそれぞれ２７億 ８，０６７万円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

議案第２１号 平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）でありますが、

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ２１６万円を追加し、 歳入歳出予算の総額をそれぞ

れ５億 １，５５５万円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

議案第２２号 平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）であります

が、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４２１万 ８，０００円を減額し、 歳入歳出予算の総

額をそれぞれ１億 ８，５９８万 ５，０００円といたしたいので、 議会の議決を求めるものであります。

議案第２３号 平成２３年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）でありますが、収益的収

入及び支出につきまして、 収益的収入の水道事業収益を １，２８７万 ４，０００円減額し、総額を３

億 ９，０３９万 ６，０００円に、収益的支出の水道事業費用を ６６２万 １，０００円増額し、総額を３億 ８，

７９２ 万 ６，０００円にしようとするものであります。

資本的収入につきましては、 収入の資本的収入を １２０万円増額し、 総額を１億 １，９０９万 ９，

０００ 円にしようとするものであり、議会の議決を求めるものであります。

議案第２４号 平成２４年度紀北町一般会計予算でありますが、予算総額を、歳入歳出それぞ
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れ１０１ 億 ２，５１８万 ８，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

予算総額は、前年に比べ ８．９％の伸びとなっております。財政の厳しい中ではありますが、

国・県の補助金・交付金をはじめ過疎対策事業債、合併特例事業債等、有利な起債の活用を

図るとともに、 財政調整基金等の繰り入れにより対応しております。

主な事業といたしましては、本庁舎移転推進事業７億 ２５８万 ３，０００円、一般廃棄物施設ス

トックヤード建設事業１億 ５，６１０万 １，０００円、海岸保全施設整備事業２億 ５，２９１万 ６，０００円

円、熊野灘レク都市大白公園多目的広場整備事業２億円に対する県営公園事業負担金 ２，０００

万円、地震津波災害避難路等整備事業 ７，１３５万 ６，０００円、紀北中学校改築事業５億 １，１３４万

７，０００円、生涯学習施設整備事業 ６，３３５万 ７，０００円となっております。

議案第２５号 平成２４年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算でありますが、予算総額を、

歳入歳出それぞれ２８億 ３，４１０万 ８，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであり

ます。

予算総額は、医療費の伸び等により前年に比べ ６．８％の増となっております。

議案第２６号 平成２４年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算でありますが、予算総額を、

歳入歳出それぞれ５億 １，４９４万円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

予算総額は、医療費の伸び等により前年に比べ約 ６．５％の増となっております。

議案第２７号 平成２４年度紀北町介護サービス事業特別会計予算でありますが、予算総額を、

歳入歳出それぞれ１億 ７，３８６万 ９，０００円といたしたいので、 議会の議決を求めるものであり

ます。

予算総額は、工事請負費等の減少により前年に比べ１０．８％の減となっております。

議案第２８号 平成２４年度紀北町水道事業会計予算でありますが、収益的収入及び支出につ

きましては、収入では水道事業収益で３億 ８，９１７万円、支出では水道事業費用で３億 ７，７９８

万 ９，０００円であります。

また、資本的収入及び支出につきましては、収入では資本的収入で１億 ８，３０４万 ７，０００円、

支出では資本的支出で４億 ５，１１４万 ９，０００円であり、議会の議決を求めるものであります。

以上、２８件の議案につきまして、提案理由をご説明申し上げましたが、詳細につきまして

は、それぞれ担当に説明をいたさせますので、何とぞ慎重審議のうえ、ご可決賜りますよう、

よろしくお願いを申し上げます。

平野倖規議長

続いて、議案の内容説明を求めます。

２５



議案第１号と議案第２号の２件についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

よろしくお願いいたします。

それでは、議案第１号 人権が尊重される紀北町をつくる条例につきまして、ご説明申し

上げます。

議案書の３ページをご覧ください。

議案第１号 人権が尊重される紀北町をつくる条例

人権が尊重される紀北町をつくる条例を別紙のとおり制定する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

世界人権宣言及び日本国憲法の理念の下、本条例を制定し、人権施策を一層推進すること

により、すべての人びとの人権が尊重される明るく住みよい紀北町をつくるためであります。

４ページをご覧ください。

まず、前文につきましては、世界人権宣言及び日本国憲法の理念の下に、人権が尊重され

る紀北町をつくるため、この条例を制定するとの本条例の制定意義を記載しております。

第１条は、先ほど提案理由で申し上げました人権が尊重される明るく住みよい社会の実現

を図るというのが目的でございます。

第２条では、人権施策を推進するとの町の責務を。

第３条では、人権を侵害してはならないことと、人権施策に協力することを町民の責務と

して定めております。

第４条では、人権教育と啓発活動を充実し、人権を尊重する環境づくりに努めることを定

めております。

第５条では、人権施策を推進するため、基本方針を策定することを定め。

第６条では、基本方針や人権施策を調査審議するため、人権施策審議会を町長の諮問に応

じ設置するとのことを定め。

５ページになりますが、附則では、公布の日から施行するということとしております。

議案第１号 人権が尊重される紀北町をつくる条例につきましては、以上でございます。

工門利弘住民課長
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続きまして、議案第２号 紀北町総合支所条例の一部を改正する条例につきまして、ご説

明申し上げます。

議案書の６ページをご覧ください。

議案第２号 紀北町総合支所条例の一部を改正する条例

紀北町総合支所条例（平成１７年紀北町条例第１０号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

赤羽出張所を紀北町立老人ホーム赤羽寮内に指定替えするほか、三野瀬出張所の位置表記

を訂正する必要があり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

８ページをご覧ください。右が旧、左が新でございます。

第３条の表の中で、紀北町三野瀬出張所につきましては、位置が紀伊長島区三浦 ２１９番地

１となっておりましたが、現在、三浦公民館で事務を執り扱っており、三浦 ３６４番地２に訂

正する必要がありますので、改正させていただくものであります。

赤羽出張所につきましては、現在、赤羽公民館を使用して事務を執り行っておりますが、

効率の良い組織の構築や、施設の活用を図りながら、住民サービスを向上させていくとの考

えのもと、地元の皆様のご理解、ご協力により、本年４月１日から赤羽出張所を、紀北町老

人ホーム赤羽寮に移転しようとするものであり、条例の位置を改正させていただくものであ

ります。

以上で、議案第２号 紀北町総合支所条例の一部を改正する条例の内容説明を終わります。

ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。

平野倖規議長

次に、議案第３号についての内容説明を求めます。

中場総務課長。

中場幹総務課長

それでは、紀北町公告式条例の一部を改正する条例につきまして、ご説明をさせていただ

きます。

議案書の９ページをお願いいたします。

議案第３号 紀北町公告式条例の一部を改正する条例
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紀北町公告式条例（平成１７年紀北町条例第３号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

赤羽出張所が紀北町立老人ホーム赤羽寮内に指定替えされることのほか、三野瀬出張所の

表記を訂正する必要があり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

１０ページをお願いいたします。１０ページは改正文であります。

改正内容につきましては、１１ページの新旧対照表でご説明をさせていただきます。

新旧対照表の右が旧条例、左が新条例でございます。また、下線部につきましては、今回

改正しようとするものでございます。

条例の公布を掲示する掲示場所について、所在及び名称を変更するものであり、別表第２

条関係の改正を行うものであります。まず三浦地区にあります掲示板につきましては、現在、

紀北町紀伊長島区三浦 ２１９番地、三野瀬出張所掲示場となっておりますが、正式な番地は、

紀北町紀伊長島区三浦 ２１９番地１であること、掲示場のある場所は、以前の三野瀬出張所の

前であることから、名称を旧三野瀬出張所掲示場とするものであります。

また、赤羽出張所が紀北町立老人ホーム赤羽寮内に指定されることから、掲示板設置の名

称を赤羽出張所掲示場から赤羽公民館掲示場に変更するものであります。

なお、いずれの掲示場の設置場所に変更はございません。以上でございます。

平野倖規議長

次に、議案第４号についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例につきまして、ご説明申

し上げます。

議案書の１２ページをご覧ください。

議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例

紀北町集会所条例（平成１８年紀北町条例第２１号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由
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地域の振興、地域住民の交流促進、連帯意識の高揚及び地域防災力の向上を図るため、紀

伊長島区における志子奥集会所を新たに建設したことのほか、出垣内集会所の位置表記を訂

正する必要があり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

１４ページをご覧ください。本条例第２条関係の別表１でございますが、紀北町出垣内集会

所の位置が、紀伊長島区長島 １４４番地１となっておりましたが、土地が分筆されたことによ

り、同区長島 １４４番地５に訂正する必要が生じましたので、修正させていただくものであり

ます。

また、紀北町志子奥集会所は、昭和５２年に建設された志子奥教育集会所の老朽化により、

本年度新たに集会所として建設したもので、４月１日から供用開始を予定しており、別表第

１の紀北町大原集会所の次に、名称が志子奥集会所、位置が紀北町紀伊長島区島原 ６２０番地

３を追加するものであります。

以上で、議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例の内容説明を終わります。

ご審議よろしくお願いします。

平野倖規議長

次に、議案第５号についての内容説明を求めます。

中場総務課長。

中場幹総務課長

それでは、紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正す

る条例につきまして、ご説明を申し上げます。

議案書の１５ページをお願いいたします。

議案第５号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例

紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年紀北町条例第９

号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

人事院勧告に伴い、総務省から地方公務員の給与については、地方公務員の趣旨に沿って

適切な措置を講ずることと通知されたことを受け、平成２３年１２月から一般職の給与の引下げ
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を実施したところでありますが、依然として高齢層の職員の給与水準が高いことから月例給

を引下げ、若年・中堅層の職員が過去に抑制されてきた昇給を回復させるにあたり、本条例

の一部を改正する必要が生じたためでございます。

今回の改正は、昨年９月３０日の人事院勧告に伴い、本町の一般職の職員の給与について、

昨年１２月の月例給の引下げに加え、高齢層の職員の経過措置額を本年４月から引下げ、平成

２５年３月３１日で廃止するとともに、これまで抑制されていた若年層等の昇給を回復するもの

であります。

１６ページから１７ページは改正文であります。改正内容につきましては、１８ページから２０ペ

ージの新旧対照表でご説明を申し上げます。新旧対照表の右が旧条例、左が新条例でありま

す。また、下線部は今回改正しようとする部分でございまして、附則の改正となります。

まず、１８ページの号給の切り替えに伴う経過措置第７項では、平成１８年の本条例改正にお

いては、経過措置の期間が明記されていませんでしたが、今回、経過措置の期間を平成２５年

３月３１日までとし、それまでの間は給料月額に差額の半分を減じた額、差額が２万円以上の

場合は１万円を減じた額を給料として支給することとしております。

少し詳細に申し上げますと、給与構造改革の一環として平成１８年４月１日から適用されま

した給料表による給料月額が、それまで受けていた給料の月額に達しない職員につきまして

は、現在、経過措置として差額の一部が支給されておりますが、本年度においては経過措置

額の半分１万円を限度として減額し、平成２５年４月からはその経過措置を廃止することとい

うふうになっております。

附則の第１項では、平成２４年４月１日から施行することとし、第２項におきましては、平

成１９年、平成２０年及び平成２１年の１月１日に昇給抑制を受けた職員で、平成２４年４月１日に

おいて、３６歳以上４２歳未満の職員につきましては１号級、３６歳未満の職員につきましては２

号給昇給させることとしております。

附則第３項では、平成２５年４月１日において、改正後の経過措置額を考慮いたしまして、

規則で定める年齢に達しない者は１号給昇給させることとしております。

第４項では、前２項に該当する平成２４年及び２５年の４月１日に昇給した職員の育児短時間

勤務中の給料月額は、短時間勤務時間を正規の勤務時間で除した割合分とすること。

第５項では、育児短時間勤務の承認が失効したが、やむを得ない事情で引き続き育児短時

間勤務を行う場合、その勤務をしている者も第４項に準じて給料月額を決定すること。

第６項では、育児短時間勤務を行う職員を補うために採用された短時間勤務職員の給料月
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額は、短時間勤務時間を正規の勤務時間で除した割合とすることとしております。

以上でございます。よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第６号についての内容説明を求めます。

家崎税務課長。

家崎英寿税務課長

議案第６号 紀北町税条例の一部を改正する条例について、ご説明申し上げます。

議案書の２１ページをお願いします。

議案第６号 紀北町税条例の一部を改正する条例

紀北町税条例（平成１７年紀北町条例第７０号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための地方税法及び地方法人特別税等

に関する暫定措置法の一部を改正する法律及び東日本大震災からの復興に関し、地方公共団

体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に関する地方税の臨時特例に関する法律

の公布に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

条例の主な改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

２４ページをお願いします。第９５条 たばこ税の税率の改正は、町たばこ税の税率を平成２５

年４月１日以降に売り渡しが行われた製造たばこから、 １，０００本につき ６４４円を引き上げる

ものです。それにより町たばこ税の税率は １，０００本につき ４，６１８円から ５，２６２円になります。

今回の改正は、町たばこ税の税率を ６４４円引き上げ、県たばこ税の税率を ６４４円引き下げる

ものです。

続きまして、附則の改正をご説明申し上げます。第９条の削除は、退職所得の特例措置が

廃止されたことによる削除でございます。

２５ページをお願いします。第１６条の２たばこ税の税率の特例の改正は、旧３級品の紙巻き

たばこの税率を １，０００本につき ３０５円引き下げ ２，４９５円とするもので、第９５条と同様、県た

ばこ税の税率が ３０５円引き下げられます。

第２２条 東日本大震災に係る雑損控除額等の特例の改正は、東日本大震災により住宅家財

などに生じた損失について、平成２２年の損失金として所得控除できる特例と、平成２４年度以
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後も損失がある場合の控除の特例や、配偶者等の災害による損失金の控除の特例を改めるも

のです。

２６ページをお願いします。

第２４条 個人の町民税の税率の特例等につきましては、地方公共団体が行う防災のための

施策に要する費用の財源を確保するため、平成２６年度から平成３５年までに限り、個人の町民

税の均等割の税率 ３，０００円に ５００円を加算して、 ３，５００円とする附則を新たに加えるもので

す。

附則の第１条で施行期日を、第２条と第３条では経過措置を定めています。

以上が、議案第６号の提案説明であります。よろしくお願いします。

平野倖規議長

次に、議案第７号についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案第７号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につ

きまして、ご説明申し上げます。

議案書の２７ページをご覧ください。

議案第７号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例。

紀北町福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年紀北町条例第７８号）の一部を別紙のとお

り改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

子育て支援の一環として、小学生の医療費の助成対象を拡大するにあたり、本条例の一部

を改正する必要が生じたためでございます。

現行の乳幼児医療費助成につきましては、小学校に上がる前までの乳幼児の入院通院と、

小学生の入院のみを全額助成しておりますが、本年９月診療分から小学生の通院についても

助成対象とし、乳幼児と小学生のそれぞれに分けていた定義を、子どもに統一するものでご

ざいます。したがいまして、本年９月以降の名称も子ども医療費となるものであります。

それでは、条例改正につきまして新旧対照表でご説明申し上げます。

２９ページをご覧ください。第１条では、乳幼児及び小学生となっておりましたのを、子ど
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もに改めるものであります。

第２条の定義では、第５項と第６項でそれぞれ乳幼児と小学生に分けて規定しておりまし

たが、新しく第５項で子どもに統一し、これまでの第７項から１１項までを１項ずつ繰り上げ

るとともに、第１０項中、乳幼児を子どもに改めるものであります。

なお、この繰り上げによりまして、議案書３０ページの第３条第３号中で定める項番号も改

めるものであります。

第５条第４号では、助成対象としないものとして、これまで小学生の入院以外の医療費と

しておりましたが、これを削除するものでございます。

第１２条では、不正利得の場合の返還を定めておりましたが、受給者や保護者等が高額介護

合算療養費の支給を受けた際は、すでに助成した範囲内において返還を求めることができる

とした２項を追加し、同時に見出しも福祉医療費の返還に改めるものであります。

附則でございますが、この条例は平成２４年９月１日から施行するというものであります。

以上でございます。ご審議よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第８号についての内容説明を求めます。

谷福祉保健課長。

谷吉希福祉保健課長

議案第８号 紀北町立老人ホーム赤羽寮条例の一部を改正する条例のご説明をさせていた

だきます。

議案第８号 紀北町立老人ホーム赤羽寮条例の一部を改正する条例

紀北町立老人ホーム赤羽寮条例（平成１７年紀北町条例第８４号）の一部を別紙のとおり改正

する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

介護サービスの基盤強化のための介護保険法の一部を改正する法律により介護保険法の一

部が改正され、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

新旧対照表の３３ページをご覧ください。

第３条第３号中、介護保険法第８条第２４項を、第８条第２６項に改めるものでございます。

介護保険サービスの基盤強化のための介護保険法が改正され、条項番号が改められたもので
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ございます。よろしくご審議をお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第９号についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案第９号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例につきまして、ご

説明申し上げます。

議案書の３４ページをご覧ください。

議案第９号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例

紀北町国民健康保険条例（平成１７年紀北町条例第 １０３号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

国民健康保険法施行令の一部を改正する政令の制定等に伴い、本条例の一部を改正する必

要が生じたためでございます。

内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

議案書の３６ページをご覧ください。

第２２条第１項では、一般被保険者及び退職被保険者の保険料の基礎賦課限度額を、５０万円

から５１万円に改めるものであります。これは政令の一部改正が平成２３年３月２５日付で行われ

たことに伴いまして改正するものであります。

これと同様に、第２２条の１２では、後期高齢者支援金等賦課限度額について、１３万円から１４

万円に、第２８条では、介護納付金賦課限度額について、１０万円から１２万円に改めるものであ

ります。

第３４条第１項は、一般被保険者及び退職被保険者の保険料の減額を定めるものであります

が、基礎賦課限度額を改めたことに合わせて改正するものであります。

同条第５項及び第６項につきましては、基礎賦課額を後期高齢者支援金等賦課額、それか

ら介護納付金賦課額に読み替えるものでありますが、それぞれの金額を今回改正された額に

改めるものであります。

附則につきましては、施行期日を平成２４年４月１日に、第２項では保険料の賦課限度額の

改正は、平成２４年度から適用し、平成２３年度分までの保険料については、これまでどおりと
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することを定めるものであります。

以上でございます。ご審議よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第１０号についての内容説明を求めます。

上村建設課長。

上村康二建設課長

議案第１０号 紀北町営住宅条例の一部を改正する条例について、ご説明をさせていただき

ます。

議案書３８ページをお願いいたします。

議案第１０号 紀北町営住宅条例の一部を改正する条例

紀北町営住宅条例（平成１７年紀北町条例第 １３４号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行による公営住宅法の一部改正等に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたた

めであります。

今回の一部改正は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律が、平成２３年５月２日に公布され、本年４月１日に施行されること

となります。このことから、公営住宅法の一部が改正され、入居資格の同居親族要件が廃止

されることに伴い、紀北町営住宅条例を一部改正し、今回、公営住宅法で廃止された部分等

について、町条例で規定し、これまでどおり入居者資格をするための改正でございます。

３９ページから４１ページまでは改正文でございます。詳細につきましては、４２ページからの

新旧対照表でご説明をさせていただきます。

右が旧条例、左が新条例でございます。

４２ページの第６条は、入居者の資格を規定したもので、これまで入居することができる者

は、１号から６号に規定する要件を満たす者でなければならないとしており、公営住宅法施

行令で定める老人、身体障害者等にあっては、２号から６号まで、被災市街地復興特別措置

法第２１条に規定する被災者等にあっては、５号及び６号の要件が必要との規定でございまし

た。今回の改正で、第６条では入居することができる者は、次の１号から６号の要件を満た

３５



す者でなければならないとし、第２項において、６０歳以上の者、障害者基本法に規定する身

体の不自由な方、その他戦傷病者特別援護法により認定を受けている方などについて、詳細

に規定をしております。

４４ページの３項では、第１項の規定にかかわらず、被災市街地復興特別措置法に規定する

被災者にあっては、第１項の５号及び６号に掲げる条件を具備している方でなければならな

いと規定をしております。

第７条は、入居者資格の特例の規定で、これまで第６条の一部を第６条の２項とし、第１

号から第８号において、入居者の資格を詳細に規定していたため、これまで第７条の規定で

第６条を引用しておりましたが、第６条の項が追加されましたので、引用する項番号を改正

をしております。

第８条は、入居者の申し込み及び決定の規定で、第２項の次に２項を加えるもので、第３

項では、第６条第２項ただし書きに規定する常時介護を必要とし、かつ居宅においてこれを

受けることができない方などに対しては、町長は職員が面接をして調査させ、また第４項で

は他市町村に意見を求め、ただし書きに該当するかどうか、判断することができることを規

定をしております。

４５ページをお願いをいたします。

第９条は、入居者の選考の規定で、これまで第７項の規定で第８条を引用しておりました

けども、第８条の項番号が追加されましたので、引用する項番号を改正をしております。

第２７条、第４３条、第４４条も同様に、第６条、第８条を引用しておりましたので、それぞれ

項番号が追加されたので、引用する項番号を改正をしております。

附則につきましては、制定附則第５項を追加するもので、平成１７年１２月２日公布の公営住

宅法施行令の一部を改正する政令附則第２条の規定によりまして、施行日、平成１８年４月１

日前に５０歳以上である方の入居資格について、従前の例によるとされていることから、経過

措置の適用者がなくなる平成２８年３月３１日までの間における経過措置を規定したものであり

ます。今回の改正、条例の附則第１項では、施行期日を平成２４年４月１日から施行すること

とし、第２項において経過措置として、現に町営住宅に入居している方について、改正後の

規定により入居を認めたものとするものでございます。

以上でございます。よろしくお願いをいたします。

平野倖規議長

次に、議案第１１号と第１２号の２件についての内容説明を求めます。
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村島生涯学習課長。

村島成幸生涯学習課長

よろしくお願いいたします。

議案第１１号を説明させていただきます。議案書の４７ページをお願いいたします。

紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例

紀北町立教育集会所条例（平成１７年紀北町条例第 １６４号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

紀北町立志子奥教育集会所の老朽化に伴い、志子奥集会所が新たに建設されたことにより、

本条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

少し志子奥教育集会所の経過を説明させていただきます。志子奥教育集会所は昭和５３年２

月に完成し、４３年を経過しております。鉄骨造り２階建て、面積は １９５平方メートルござい

ました。今まで教育集会所として活用されてきましたが、老朽化が著しく修繕を繰り返しな

がら管理してきましたが、傷みはいたるところに発生しており、外部階段などは腐食により

修繕ができないのが現状でありました。このたび新たに志子奥集会所が建設されましたので、

本条例を改正するものであります。

改正は４９ページ、新旧対照表で説明いたします。

別表（第２条関係）からですね、紀北町立志子奥教育集会所の項を削る。

附則といたしまして、この条例は平成２４年４月１日から施行するでございます。

村島成幸生涯学習課長

続きまして、議案第１２号を説明させていただきます。

５０ページをお願いいたします。

議案第１２号 紀北町立公民館条例の一部を改正する条例

紀北町立公民館条例（平成１７年紀北町条例第 １６６号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律の施行による社会教育法の一部改正に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたため
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でございます。

少し説明をさせていただきます。社会教育法第３０条第１項に、公民館運営審議会の委員の

委嘱にあたっての基準がありましたが、法律の改正により、その基準が削除され、これを市

町村の条例に規定し、地域の実情に応じて幅広い分野の方を公民館運営審議会の委員として、

選出されるよう文部科学省令で規定されたためでございます。

議案書の５２ページ、新旧対照表をご覧ください。

第５条の見出し中、委員の定数及び任期を削り、同条第１項中、審議会の次に（以下「審

議会」という。）を加え、同条中、第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第

４項とし、同条第２項中、公民館運営審議会委員（以下「委員」という。）を委員に改め、

同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

第２項 審議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから紀北町教育

委員会（以下「教育委員会」という。）が委嘱する。第１号 学校教育及び社会教育の関係

者、第２号 家庭教育の向上に資する活動を行う者、第３号 学識経験のある者、第６条第

２項中、紀北町教育委員会（以下「教育委員会」という。）を教育委員会に改める。

附則、施行期日、第１項、この条例は平成２４年４月１日から施行する。経過措置ですが、

第２項、この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の紀北町公民館条例第５条の規定

により委嘱されている公民館運営審議会の委員である者は、その任期が終了するまでの間は

改正後の紀北町公民館条例第５条の規定により、委嘱された公民館運営審議会の委員とみな

す。以上でございます。よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第１３号についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案第１３号 紀北町集会所の指定管理者の指定につきまして、ご説明申し上げ

ます。

議案書の５３ページをご覧ください。

議案第１３号 紀北町集会所の指定管理者の指定について

紀北町集会所の指定管理者を次のとおり指定する。

記

１．施設の名称 紀北町集会所条例（平成１８年紀北町条例第２１号）別表第１号に規定する集
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会所

２．指定管理者 所在地 紀北町海山区相賀 ４９５番地８

名 称 紀北町自治会連合会

代表者 会長 松永 昭生

３．指定の期間 平成２４年４月１日から

平成２９年３月３１日まで

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

紀北町集会所は、紀北町集会所条例附則第２号の経過措置に基づき従前の例により管理し

てきたところであるが、平成２４年４月１日以降の管理について、同条例本則による管理に変

更するにあたり、地方自治法第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が必要である

ためでございます。

指定管理者制度は、平成１５年の地方自治法改正により設けられた制度であり、３年以内に

移行することが定められ、紀北町においても平成１８年に集会所条例を同制度に対応したもの

に改正いたしましたが、現行のままの利用方法が地元自治会等の皆様に定着していることか

ら、同条例附則第２項の指定管理者制度を導入するまでは従前の例によるという、その規定

を適用し、現在に至っております。しかし、いつまでも附則の適用としているのは相応しく

ないこと、また、現行の町直営のまま利用料金を町の収入としていないのは会計上も問題が

あること等から、町民の皆様にはできる限り現在の利用方法を維持するということを前提に、

そのあり方について検討してまいりましたが、条例どおり指定管理者制度を導入することが

最良との結論に達しました。

また、選定にあたっては集会所の性格、規模、機能等を考慮し、集会所設置の目的を達成

するには、指定管理者を紀北町自治会連合会とするのが効果的、かつ効率的との判断から、

紀北町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例、第５条により選定し、地方

自治法第 ２４４条の２第６項の規定に基づき議決を賜りたく、今定例会に上程させていただき

ました。以上でございます。ご審議よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第１４号についての内容説明を求めます。

田商工観光課長。
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田多実博商工観光課長

それでは、議案第１４号について、ご説明申し上げます。

議案書の５４ページをご覧ください。

議案第１４号 紀北町森林公園オートキャンプ場の指定管理者の指定について

紀北町森林公園オートキャンプ場の指定管理者を次のとおり指定する。

記

１．施設の名称 紀北町森林公園オートキャンプ場

２．指定管理者 所在地 紀北町海山区船津１５４８番地１

名 称 特定非営利活動法人ふるさと企画舎

代表者 理事長 田上 至

３．指定の期間 平成２４年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２４年３月３１日をもって紀北町森林公園オートキャンプ場の現指定管理者の指定期間が

満了となることに伴い、４月１日以降の指定管理者として指定するにあたり、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が必要であるためということでございます。

以上でございます。よろしくお願い申し上げます。

平野倖規議長

次に、議案第１５号についての内容説明を求めます。

五味危機管理課長。

五味啓危機管理課長

議案第１５号の内容について、ご説明いたします。

５５ページをご覧ください。

議案第１５号 三重紀北消防組合規約の変更に関する協議について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８６条第１項の規定により、三重紀北消防組合規

約（昭和４６年三重県指令尾鷲総第１号）を別紙のとおり変更するための協議をすることにつ

いて、同法第 ２９０条の規定により議会の議決を求める。

平成２４年３月２日提出
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紀北町長 尾上壽一

提案理由

三重県消防救急無線デジタル広域化整備計画により、消防救急デジタル無線の一元的な整

備及び管理を「三重県市町総合事務組合（三重県自治会館組合から名称変更）」に新たな事

務として加えることに伴い、三重紀北消防組合規約の一部を変更することについて協議する

必要が生じたためでございます。

まず冒頭に、消防救急無線の現状について、ご説明をいたします。現在、消防救急業務の

無線はアナログ方式を採用しております。共通波と呼ばれる全国及び県内において共通して

使用する周波数と、活動波と呼ばれる各消防組合の管轄において使用する周波数によるもの

を使用しております。アナログ方式による無線は大規模災害、特殊災害への備えや救急活動

件数の増大から、消防救急業務に割り当てられている無線の電波の数が不足しているなどの

実態があり、秘話性、大量データの伝送など、新たな電波の割り当ては困難な状況にありま

す。この通信ニーズを実現するために、デジタル方式への活用が不可欠であるとされ、電波

法の改正により、平成２８年５月３１日までにアナログ方式からデジタル方式に移行する整備が

必要となっております。

また、総務省消防庁より消防救急デジタル無線の整備にあたっては、多額の費用が見込ま

れることから、個々の組合等で個別に整備するよりは、県内１ブロックで全体的に整備をす

れば、経費の削減になるのではないかとの指導もあり、実施することになりました。

これらのことを踏まえ、三重県消防無線デジタル広域化整備計画を策定し、共通波につい

ては三重県内で全体的に整備し、活動波については県内統一仕様の整備をすることが困難で

あるため、今後、各消防本部単位で整備することといたしました。このことで現在、三重紀

北消防組合は消防無線に関しては、すべての事務について共同処理を行っておりますが、今

後は共通波については三重県内で全体的に整備することとなりますので、組合の事務の共同

処理から除くために、紀北消防組合規約を変更する必要が生じました。

それでは、５６ページについては協議書（案）でございます。内容につきましては５７ページ

の新旧対照表でご説明いたします。右が改正前、左が改正後でございます。

現行の第３条は、三重紀北消防組合の共同処理する事務として、消防に関する事務を処理

すると規定し、ただし書き以降に、消防団及び消防水利に関する事務は除くものとすると例

外規定を設けております。今回の規約改正につきましては、例外規定として消防救急無線設

備（移動局無線設備及びこれと同等の設備構成となる無線を除く。）の整備及び管理に関す
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る事務（三重県の区域を１つの区域として行うものに限る。）を加えるものでございます。

例外規定の内容につきましては、消防救急無線設備における共通波に関する整備及び管理

に関する事務が該当するわけでございまして、平成２４年５月１日から三重県市町総合事務組

合（三重県自治会館）からの名称変更に沿って、業務を担っていただくものでございます。

この附則につきましては、平成２４年５月１日から施行するということでございます。よろ

しくご審議をお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第１６号、１７号、第１８号の３件についての内容説明を求めます。

中場総務課長。

中場幹総務課長

それでは、議案の１６号、１７号、１８号につきまして、ご説明をさせていただきます。

まず、議案第１６号は、三重県自治会館組合の共同処理する事務の変更及び三重県自治会館

組合規約の変更に関する協議についてでございます。

議案書の５８ページをお願いいたします。

議案第１６号 三重県自治会館組合の共同処理する事務の変更及び三重県自治会館組合規約

の変更に関する協議について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８６条第１項の規定により、三重県自治会館組合の

共同処理する事務に「常勤の職員に対する退職手当の支給に関する事務」及び「消防救急無

線設備（移動局無線設備及びこれと同等の設備構成となる無線設備を除く。）の整備及び管

理に関する事務（三重県の区域を１つの区域として行うものに限る。）」を追加すること並

びに三重県自治会館組合規約（昭和６２年地第 ８８５号許可）の一部を変更する規約を別紙のよ

うに定めることについて、関係地方公共団体と協議するため、同法第 ２９０条の規定に基づき

議会の議決を求めるものでございます。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

三重県自治会館組合の名称を三重県市町総合事務組合に変更すること、共同処理する事務

に「常勤の職員に対する退職手当の支給に関する事務」及び「消防救急無線設備（移動局無

線設備及びこれと同等の設備構成となる無線設備を除く。）の整備及び管理に関する事務（三

重県の区域を１つの区域として行うものに限る。）」を加えるとともに、これに伴う共同処理
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する事務の変更、組合議会の組織に関する事項の変更並びに平成２４年４月３０日をもって三重

県市町職員退職手当組合が解散するため三重県市町総合事務組合がその事務を承継すること

について組合規約を変更する必要が生じたためでございます。

５９ページをご覧ください。５９ページは協議書（案）でございます。

三重県自治会館組合の共同処理する事務の変更及び三重県自治会館組合規約の変更に関す

る協議書（案）でございます。

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８６条第１項の規定により、三重県自治会館組合の

共同処理する事務に「常勤の職員に対する退職手当の支給に関する事務」及び「消防救急無

線設備（移動局無線設備及びこれと同等の設備構成となる無線設備を除く。）の整備及び管

理に関する事務（三重県の区域を１つの区域として行うものに限る。）」を追加すること並

びに三重県自治会館組合規約（昭和６２年地第 ８８５号許可）の一部を変更する規約を次のよう

に定めるというふうに、協議書でございます。

今回の協議内容につきましては、三重県自治会館組合の名称を、三重県市町総合事務組合

に変更するとともに、消防救急無線設備の整備及び管理の一部と職員に対する退職手当の支

給に関する事務を加えるとともに、三重県市町退職手当組合を解散し、三重県市町総合事務

組合がその事務を承継するための協議であります。

５９ページから６２ページは協議書でございます。改正の内容につきましては、６３ページから

６６ページの規約の新旧対照表でご説明をさせていただきます。新旧対照表の右が旧条例、左

か新条例、下線部は変更部分でございます。

まず、６３ページの第１条では、組合の名称を三重県自治会館組合から三重県市町総合事務

組合に変更するものであります。

第３条は、組合の共同処理する事務の規定であり、一部省略をしておりますが、１号では

会館の設置、管理に関する事務、２号では関係市町の議員及び職員の研修に関する事務、３

号では共有デジタル地図の共同化に関する事務、４号では物品及び業務委託に係る入札参加

資格申請の受付及び審査事務となっておりますが、これに加えまして、５号として常勤の職

員に対する退職手当の支給に関する事務を追加し、６号として消防救急無線設備（三重県の

区域を１つの区域として行うものに限る。）及び管理に関する事務を追加いたしております。

なお、各号の事務を共同処理する市町は別表に記載されております。

第５条は、組合の議員の組織及び議員の選挙の方法、組合議会の議員定数を８人から１２人

とし、１号で規定の市町はこれまでどおり３人、２号で規定する市町村議長は１名から３名
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に、３号で規定する町長はこれまでとおり３名、４号で規定する町議会議長は１名から３名

にするものでございます。

第７条は、執行期間の組織及び選任の方法の規定であり、組合に管理者及び副管理者を置

くとなっておりますが、人員の規定がなかったことから、それぞれ１人を置くこととし、組

合議員と兼ねることができないと規定をいたしております。

次に、６４ページをお願いいたします。

第１０条は、監査委員の規定で、これまで組合議員及び見識を有する者とありましたが、組

合議員及び人格が高潔で、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理、その他行政運営に関

し優れた見識を有する者とし、具体的な明記に改正するものでございます。

第１１条は、経費の支弁方法の規定で、第１項では略称規定を追加し、第２項につきまして

は第１４条に移動するため、第１１条では削除をされております。

第１２条及び第１３条では、今回、追加された退職手当関係事務に関する規定で、第１２条では、

退職手当関係市町の負担金を、第１３条では脱退による負担金の清算の規定であり、三重県市

町退職手当組合が解散し、三重県市町総合事務組合で事務を引き継ぐため、三重県市町退職

手当組合規約で規定していたものを、本規約に規定するものであります。

第１４条は、共同処理する事務に係る負担金の規定で、これまで第１１条第２項で規定してい

たものを条項を移動いたしております。内容は、第３条各号に定める共同処理する事務に応

じて条例で定めることと規定をいたしております。

次に、制定附則の２項から４項は、合併等に伴いそれぞれ桑名市、伊勢市、津市に関する

退職手当の支給に関する事務のうち、一部の事務について行うことが規定してございます。

別表第２（３条関係）の表は、左が共同処理する事務の表で、右が共同処理する市町村を

明記してございます。表の内容は、第３条第１項第１号から３号まで及び第６号については、

県内全市町２９市町が共同で行うものであり、会館の設置、管理及び処分に関する事務、議員

及び職員の共同研修事務、共有デジタル地図の共同化に関する事務、消防救急無線設備のう

ち、三重県の区域を１区域として行う整備及び管理に関する事務であります。

次に、第３条第１項第４号の規定は、物品及び業務委託に係る入札参加資格申請の受付及

び審査の共同化に関する事務について、紀北町を含めた２３市町で共同処理するものでありま

す。また、第３条１項第５号の規定は、常勤の職員に対する退職手当の支給に関する事務に

ついて、紀北町を含めた２０市町の共同処理を行うものであります。

次に、改正附則の１項では、施行期日を平成２４年５月１日からとしております。
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第２項では、事務の承継として三重県市町総合事務組合は、平成２４年４月３０日をもって解

散する三重県市町職員退職手当組合事務を継承すること。

第３項では、増加した議員の選挙等について、定数が増加する場合は、選挙は補欠選挙の

例により行う。

第４項では、前項の規定により選任された者の任期は、平成２５年１０月１３日までとすること。

第５項では、三重県市町退職手当組合の解散に伴う負担金の取り扱いとして常勤の職員の

退職手当の支給に関する事務を共同処理する市町が退職手当組合に納付した負担金額及び退

職手当組合が関係市町の職員に支払った退職手当の額は、改正規約第１３条に規定する負担金

の清算の負担金の額、または退職手当の額とみなすとなっております。

中場幹総務課長

続きまして、議案第１７号 三重県市町職員退職手当組合の解散に関する協議について、ご

説明をさせていただきます。

議案書の６７ページをお願いいたします。

議案第１７号 三重県市町職員退職手当組合の解散に関する協議について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８８条の規定により、平成２４年４月３０日をもって、

三重県市町職員退職手当組合を解散することについて、関係地方公共団体と協議するため、

同法第 ２９０条の規定に基づき議会の議決を求めるものでございます。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

三重県市町総合事務組合（三重県自治会館組合から名称変更）において組織の一体化を図

ることから、退職手当の支給に関する事務を三重県市町総合事務組合へ移行し、同事務を共

同処理してきた三重県市町職員退職手当組合は平成２４年４月３０日をもって解散させるためで

ございます。

６８ページは協議書（案）でございます。朗読をさせていただきます。

三重県市町職員退職手当組合の解散に関する協議書（案）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８８条の規定に基づき平成２４年４月３０日をもって三

重県市町退職手当組合を解散する。

以上でございます。

中場幹総務課長
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議案第１８号、６９ページをお願いいたします。

議案第１８号 三重県市町職員退職手当組合の解散に伴う財産処分に関する協議について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８９条の規定により、三重県市町職員退職手当組合

の解散に伴い別紙のように財産処分することについて、関係地方公共団体と協議するため、

同法第 ２９０条の規定に基づき議会の議決を求める。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

三重県市町職員退職手当組合の解散に伴い、同組合の財産を処分するためでございます。

７０ページをご覧ください。７０ページにつきましては、協議書（案）でございます。朗読を

させていただきます。

三重県市町職員退職手当組合の解散に伴う財産処分に関する協議書（案）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２８９条の規定に基づき三重県市町職員退職手当組合

の解散に伴い、次のように財産処分する。

三重県市町職員退職手当組合の全ての財産は、三重県市町総合事務組合（三重県自治会館

組合から名称変更）に帰属させるものとするでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

昼食のため、１時まで暫時休憩させていただきます。

（午前 １１時 ５５分）

平野倖規議長

休憩前に引き続き、再開いたします。

（午後 １時 ００分）
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平野倖規議長

なお、家崎税務課長から、発言の訂正がありますので、許可いたします。

家崎税務課長。

家崎英寿税務課長

議案第６号 紀北町税条例の一部を改正する条例の説明に誤りがあったので、訂正させて

いただきます。

２５ページをお願いします。

附則第１６条の２、たばこ税の税率の特例で、旧３級品の紙巻きたばこの税率を １，０００本に

つき ３０５円引き上げて、 ２，４９５円とすると説明するところを、引き下げると説明いたしまし

た。正しくは ３０５円引き上げるであります。訂正をお願いします。大変申し訳ありませんで

した。

平野倖規議長

次に、議案第１９号についての内容説明を求めます。

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

それでは、議案第１９号 平成２３年度紀北町一般会計補正予算（第６号）の内容について、

説明をさせていただきます。

予算書１ページをご覧ください。

平成２３年度紀北町一般会計補正予算（第６号）

平成２３年度紀北町の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４，６６７万円を減額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ １００億 ８，７０７万 ４，０００円とする。

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第 ２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。
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（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加及び廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

６ページをご覧ください。

第２表 繰越明許費であります。

総合住民システム運営事業など合計額３億 ５，７０４万 ４，０００円を、平成２４年度に繰り越しし

ようとするものであります。

７ページをご覧ください。第３表 債務負行為補正であります。土地改良施設維持管理適

正化拠出金を追加し、漁業近代化資金利子補給契約につきましては、本年度実績がないため

廃止し、複写機賃貸借契約は、再契約による単年度リースに変更したため、廃止するもので

あります。

８ページをご覧ください。第４表 地方債補正であります。過疎対策事業債及び合併特例

事業債につきまして、限度額を変更するものであります。

それでは、予算に関する説明書に基づき説明をさせていただきます。

１１ページをご覧ください。歳入の主なところを説明させていただきます。

第１款町税、第１項町民税、第１目個人は ４８７万 ６，０００円の増額、第４項、第１目町たば

こ税は ２，３４４万 ９，０００円の増額で、それぞれ税額の決算見込によるものであります。

第２款地方譲与税、第２項、第１目自動車重量譲与税は ６００万円の減額であります。

１２ページをご覧ください。第６款、第１項、第１目地方消費税交付金は ２，２００万円の増額。

第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は １，１００万円の減額で、それぞれ決算見込に

よるものであります。

第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第３目衛生使用料は４５万 ６，０００円の減額で、一

般廃棄物処理施設使用料等の減によるものであります。

１３ページをご覧ください。第５目商工使用料は ４０３万 ６，０００円の増額であります。紀北町

森林公園オートキャンプ場施設使用料の増額によるものであります。第７目教育使用料は９８

万 １，０００円の減額で、幼稚園保育料の減額であります。

第２項手数料、第３目衛生手数料は２０万 ６，０００円の減額で、家電リサイクル製品運搬手数
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料の減額であります。

第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は ２，１３１万 ８，０００円の減額で、

主に１４ページの子ども手当等負担金の減額で、事業費の精算見込みによるものであります。

第２項国庫補助金、第１目総務費補助金は９２万 ７，０００円の減額で、市町村合併推進体制整

備費補助金の減額で、充当していた水道事業基本計画策定事業の精算見込みよるものであり

ます。

第２目民生費補助金は ８，５２０万円の減額であります。介護基盤緊急整備等特別対策事業補

助金等を県補助金に振り替るものであります。

第４目農林水産業費補助金は １，４１１万 ３，０００円の増額であります。海岸保全施設整備事業

の事業費の増額に伴うものであります。

第６目土木費補助金は６１万 １，０００円の減額で、事業の精算見込みによるものであります。

第８目教育費補助金は ３，８８１万 ２，０００円の増額であります。主に１５ページ、安全・安心な

学校づくり交付金（紀北中学校改築事業分）の増額によるものであります。

第１４款県支出金、第１項県負担金、第１目総務費負担金は４０万 ６，０００円の増額であります。

第２目民生費負担金は ２８１万 ８，０００円の減額で、事業の精算見込みによるものであります。

１６ページをご覧ください。第２項県補助金、第１目総務費補助金は ２，７１４万 ８，０００円の増

額であります。主に三重県市町村合併支援交付金 ２，８１０万円の増額で、紀北中学校改築事業

費に充当しております。そのほかは事業の精算見込みによるものであります。

第２目民生費補助金は ９，１１８万 ５，０００円の増額で、主に介護基盤緊急整備等特別対策事業

費補助金等の国庫補助金からの振り替えによる増額であります。そのほかは事業の精算見込

によるものであります。

第４目農林水産業費補助金は １，０５６万 ２，０００円の増額で、事業費の増に伴う市町営漁港海

岸保全事業費補助金の増額によるものであります。

１７ページをご覧ください。第６目土木費補助金は ２５２万円の減額で、木造住宅耐震補強事

業の精算見込みによるものであります。

第７目消防費補助金は ９１８万 ６，０００円の増額で、主に地域減災力強化推進補助金の増額に

よるものであります。

第８目教育費補助金は３万 ９，０００円を増額するものであります。

第３項委託金、第１目総務費委託金は７８万 ９，０００円の減額で、精算見込み及び交付金の決

定に伴う減額であります。第６目土木費委託金は １１０万 ５，０００円の減額で、事業の精算見込
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等によるものであります。

１８ページをご覧ください。第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金

は２６万 ４，０００円の増額であります。

第２項財産売払収入、第１目不動産売払収入は ６８６万円の増額であります。紀北中改築資

材用の町有林売払収入及び町有林支障木伐採代金等の増額であります。第２目物品売払収入

は １１９万 ９，０００円の増額であります。

第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は３５万 ５，０００円の増額で、ふるさと寄附金で

あります。第４目農林水産業費寄附金は２０万円の減額で、事業費の減額に伴うものでありま

す。

１９ページをご覧ください。第９目一般寄附金は １４７万 ６，０００円の増額であります。

第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第４目福祉事業基金繰入金は８０万円の減額、第８目庁

舎等改築及び改修基金繰入金は２万 ５，０００円の増額で、それぞれ充当事業費精算見込みよる

ものであります。

２０ページをご覧ください。第２項、第１目特別会計繰入金は ３９６万 ６，０００円を増額するも

のであります。後期高齢者医療特別会計の平成２２年度の療養給付費負担金精算に伴うもので

あります。

第１９款諸収入、第５項雑入、第５目過年度収入は３万 ２，０００円の減額であります。第６目

雑入は ２，０５３万 ６，０００円の増額であります。主に三重県市町村職員互助会公益事業等助成金

５９０万円と、２１ページの宮川第２発電所周辺整備交付金 ９３７万 ８，０００円の増によるものであ

ります。

第２０款、第１項町債、第１目総務債は２０万円の減額で、庁舎建設事業債の減額であります。

第４目農林水産業債は ５４０万円の増額で、海岸保全施設整備事業債の増額であります。第６

目土木債は １，３００万円の減額で、主に町道船津小笠原２号線道路整備事業債の減額でありま

す。第７目消防債は １，８８０万円を減額するもので、主に避難路整備事業債の減額であります。

第８目教育債は１億 ６，５６０万円の減額で、主に中学校施設改築事業債の減額であります。

これで歳入予算の説明を終わらせていただきます。

次に、歳出予算の主なところについて説明をいたします。２３ページをご覧ください。

第１款、第１項、第１目議会費は５６万 ３，０００円の減額であります。職員人件費及び政務調

査費等の減額であります。

２４ページをご覧ください。第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は １，３３７
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万円の減額であります。主に総合住民情報システム運営事業費 ２，４３５万 ４，０００円の減額によ

るものであります。

第２目文書広報費は １４９万 １，０００円の減額であります。主に法令例規集管理事業費 １０１万

円の減額によるものであります。

第５目財産管理費は１億 ３，９９１万 ５，０００円の増額であります。基金管理事業の積立金等の

増額で、財政調整基金、地域づくり事業基金、福祉事業基金、ふるさと応援基金に積み立て

るものであります。

第６目企画費は ３３６万 ９，０００円の減額であります。事業の精算見込みによるものでありま

す。

２５ページをご覧ください。第７目支所及び出張所諸費は１３万 １，０００円の増額で、赤羽出張

所移転にかかる経費の増額であります。

２６ページをご覧ください。第２項徴税費、第１目税務総務費は ２０６万 ５，０００円の減額で、

職員人件費及び電算業務委託料等の減額であります。

２７ページをご覧ください。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は６万 ８，０００円の減額で、

職員人件費の減額であります。

２８ページをご覧ください。第５項統計調査費、第２目指定統計費は２８万 １，０００円の減額で、

あります。事業の精算見込による減額でございます。

２９ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は １，

４５６ 万 ９，０００円の減額で、主に国民健康保険事業特別会計繰出金の減額であります。

第３目身体障害者福祉費は ４９６万 ６，０００円の増額で、障害者介護訓練等給付事業費等の精

算見込みによるものであります。

第４目国民年金事務費は２万 ９，０００円の減額であります。

３０ページをご覧ください。第２項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は ２６０万 ６，０００円の

減額であります。それぞれの事業の精算見込みによる減額であります。

第２目養護老人ホーム費は ３３２万 ６，０００円の減額で、職員人件費、嘱託職員等賃金の減額

等によるものでございます。

３１ページをご覧ください。第３項児童福祉費、第１目児童福祉総務費は放課後児童クラブ

対策事業の財源更正であります。第２目保育所費は ６６０万円の減額で、事業の精算見込み等

によるものでございます。第３目児童措置費は ２，４７５万 ９，０００円の減額で、子ども手当等支

給事業費の精算見込みによる減額であります。第４目母子福祉費は６８万 ７，０００円の増額で、
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一人親家庭医療費助成事業の精算見込みによるものであります。

３２ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は、

５９２万 １，０００円の減額で職員人件費等の減額であります。地域保健共通事業は財源更正で

あります。第２目予防費は ２９１万 ９，０００円の増額で、事業費の精算見込みによる増額であり

ます。

３３ページをご覧ください。第２項清掃費、第１目清掃総務費は２１万 ３，０００円の減額で、職

員人件費の減額であります。第２目塵芥処理費は財源更正であります。第３目し尿処理費に

つきましても財源更正であります。

３４ページをご覧ください。第３項上水道費、第１目上水道施設費は財源更正であります。

３５ページをご覧ください。第５款農林水産業費、第１項農業費、第２目農業総務費は ２４１

万 ９，０００円の減額で、職員人件費の減額等と、そのほかは事業の精算見込みによるものであ

ります。第３目農業振興費は２万 ９，０００円を増額するものであります。

３６ページをご覧ください。第２項林業費、第２目林業総務費は ２９０万 ５，０００円の減額で、

事業の精算見込み等によるものであります。第３目林業施設費は ５３９万円の増額で、県単林

道改良事業費の増額によるものであります。第４目町有林造成費は６０万 ７，０００円の減額で、

事業の精算見込みによるものであります。

３７ページご覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は２４万 ６，０００円の減額であ

ります。第２目水産業振興費は ２４９万 ５，０００円の減額で、事業の精算見込み等によるもので

あります。第３目漁港管理事業費は ２，９６３万 ９，０００円の増額で、海岸保全施設整備事業費の

増額等によるものであります。漁港管理事業費は財源更正であります。

３８ページをご覧ください。第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は４万円の減額で、

職員人件費の減額であります。第３目観光費は ４８９万円の増額であります。主に紀北町森林

公園オートキャンプ場管理運営事業費 ５３９万 ７，０００円の増額で、指定管理協定に基づく収入

増に対する報償費の増額であります。観光活性化対策事業、温泉施設管理運営事業は財源更

正であります。

３９ページをご覧ください。

第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は４６万 ６，０００円の減額であります。

職員人件費等の減額と、事業の精算見込みによるものであります。

４０ページをご覧ください。第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は７万 ８，０

００円の減額で、職員人件費の減額であります。第２目道路橋りょう維持費は９０万円の減額で、
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事業の精算見込みによるものであります。第３目道路橋りょう新設改良費は ７７０万円の減額

で、町道船津小笠原１号線道路改良事業の用地買収費の減額と、事業の精算見込みによるも

のであります。

４１ページをご覧ください。第３項河川費、第３目砂防費は ５００万円の減額で、国補急傾斜

地崩壊対策事業負担金の負担率の決定に伴う減額であります。

４２ページをご覧ください。第４項港湾費、第１目港湾管理費は １３２万円の減額で、事業費

の精算見込みによる減額であります。

４３ページをご覧ください。第５項都市計画費、第１目都市計画総務費は３万 ４，０００円の減

額で、職員人件費等の減額であります。第２目公園費は財源更正であります。第４目高速道

路関連費は５０万円を増額するもので、紀勢自動車道海山インターチェンジと尾鷲北インター

チェンジ間の開通記念プレイベント事業負担金の増額によるものであります。

４４ページをご覧ください。第６項住宅費、第１目住宅管理費は ４４０万 １，０００円の減額で、

事業の精算見込みによるものであります。

４５ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は １２４万 ５，０００円の

減額で、三重紀北消防組合負担金の精算見込みによる減額であります。第２目非常備消防費

は２３万 ７，０００円の減額、第３目消防施設費は７８万 ９，０００円の減額で、それぞれ事業の精算見

込みによるものであります。第４目水防費は２０万 ５，０００円の増額で、災害による各排水機場

の需用費等の増額によるものであります。第５目災害対策費は １，４０５万 ９，０００円の減額で、

各事業の精算見込みによるものであります。

４６ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第２目事務局費は１６万 ９，０

００円の減額で、職員人件費の減額であります。第４目奨学費は ３６０万円を減額するもので、

事業の精算見込みによるものであります。

４７ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は １７３万 ３，０００円の減額で、

事業の精算見込みによるものであります。第２目教育振興費は財源更正であります。

４８ページをご覧ください。第１目学校管理費は９９万 ７，０００円の減額で、事業の精算見込み

によるものであります。第３目学校建設費は ９，２６２万 ４，０００円の減額で、紀北中学校改築事

業費の精算見込みによる減額であります。

４９ページをご覧ください。第４項、第１目幼稚園費は ６１６万 ５，０００円の減額で、職員人件

費等の減額であります。

５０ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は ６３４万 ４，０００円の
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減額で、主に生涯学習施設整備事業費等の減額によるものであります。第４目文化財調査費

は１０万 ７，０００円の減額で、特別天然記念物カモシカ食害対策事業の精算見込みによるもので

あります。文化財保護事業は財源更正であります。

５１ページをご覧ください。第６項保健体育費、第２目給食施設費は２万 ８，０００円の減額で、

職員人件費の減額であります。

５２ページ、５３ページは、地方債に関する調書であります。

５３ページをご覧ください。合計欄の前年度末現在高は １１９億 ８，０６６万 ９，０００円でありまし

て、当該年度中の起債見込額は、今回の補正後１３億 ７，３００万円、元金の償還額が１３億 ８０４万

７，０００円であります。その結果、当該年度末の現在高見込額は １１９億 ７，９９２万 ２，０００円とな

ります。

５４ページの給与費明細書をご覧ください。比較の欄、その他の特別職の報酬で １０１万 １，０

００円の減額は、消防団員の訓練出動報酬等の精算見込みによるものであります。

５５ページの一般職員総括の表をご覧ください。比較の欄、給与費計で １，３０７万 ４，０００円の

減額、共済費 １５１万 ６，０００円の減額、合計 １，４５９万円の減額は人事院勧告に伴う給料改定に

よる減額と、職員人件費の精算見込みによるものであります。

以上で、平成２３年度紀北町一般会計補正予算（第６号）の説明を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第２０号、２１号の２件についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案第２０号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

の内容につきまして、ご説明させていただきます。

まず予算書の１ページをご覧ください。

平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２３年度紀北町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ９，３０６万 ７，０００円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２７億 ８，０６７万円とする。
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２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき、歳入から説明させていただきますの

で、６ページをご覧ください。

第４款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目療養給付費等負担金につきましては ３，５００

万 ３，０００円減額、第２目高額医療費共同事業負担金につきましても １９７万 ７，０００円減額とす

るものでありますが、それぞれの医療費に対する国の負担金の額の変更によるものでありま

す。

第２項国庫補助金、第１目財政調整交付金につきましては４６万 ６，０００円増額するものであ

りますが、特別調整交付金にかかるものであり、国保連合会中央会が進めていた国保総合シ

ステムの稼働時期変更による経費が算入されたものであります。

第３目出産育児一時金補助金は４万円減額するものでありますが、国の補助金が決定され

たことによるものであります。

第４目高齢者医療制度円滑運営事業費補助金につきましては、１３万 ３，０００円を新たに計上

したものでありますが、７０歳から７４歳までの方の医療費の自己負担率につきましては、本来、

２割とされているところを、現下の社会情勢等から１割のままとする凍結措置がとられてお

り、平成２３年度におきましてもその凍結措置が延長されたことに伴いまして、高齢受給者証

の更新のための事務経費が交付されることになったものであります。

７ページをご覧ください。第７款県支出金、第１項県負担金、第１目高額医療費共同事業

負担金につきましては １９７万 ７，０００円減額するものでありますが、高額医療費共同事業拠出

金の変更に伴い、県の負担金を算定し直したものであります。

第８款及び第１項が共同事業交付金、第１目が高額医療費共同事業交付金につきましては、

７９０万 ６，０００円を減額するものでありますが、これにつきましても先ほどと同様に高額医療

費共同事業拠出金の変更に伴うものであります。

第２目保険財政共同安定化事業交付金は ３，９２３万 ４，０００円減額するものでありますが、保

険財政共同安定化事業拠出金の変更に伴うものであります。

８ページの第９款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金につきましては、

１万 １，０００円を増額するものでありますが、財政調整基金利子の決定に伴うものであります。
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第１０款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目一般会計繰入金につきましては １，７５７万 ８，０

００円を減額するものですが、人件費分の精算や出産育児一時金の給付件数の増に伴うものの

ほか、財政安定化支援事業繰入金の直近の数値見込みにより算定したものであります。

９ページをご覧ください。第１２款諸収入、第４項及び第７目が雑入でありますが、 １，００３

万 ８，０００円を増額するものでありますが、三重県国保団体連合会から財政調整積立金が返還

されるものであります。

続きまして、歳出のご説明をさせていただきます。

１０ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は８万円

を減額するものですが、職員手当の精算等による職員人件費２１万 ３，０００円の減額と、一般事

務事業費１３万 ３，０００円の増額につきましては、歳入のところでも申し上げましたが、７０歳か

ら７４歳までの方の自己負担率の凍結措置の延長により、事務経費が交付されたことに伴うも

のであります。

第２目連合会負担金は４６万 ６，０００円増額するものでありますが、国保総合システム稼働時

期の変更にかかる経費であります。

１１ページをご覧ください。第２款保険給付費、第１項療養諸費、第１目一般被保険者療養

給付費と、第４目退職被保険者等療養費は財源更正によるものであります。

第２目退職被保険者等療養給付費は １，９１０万 ３，０００円増額、第３目一般被保険者療養費は

１２９万 ４，０００円増額するものでありますが、双方ともに決算見込額の変更によるものであり

ます。

１２ページの第２項高額療養費、第２目退職被保険者等高額療養費は ２４９万 ８，０００円増額す

るものでありますが、退職被保険者等高額療養費の決算見込額の変更に伴うものであります。

なお、この項におけるほかの３つの目は財源更正によるものでございます。

１３ページをご覧ください。第４項出産育児諸費、第１目出産育児一時金は ２９４万円増額す

るものですが、決算に向け７件分の増を見込んだものであります。また、それに伴い第２目

の支払手数料も ２，０００円を増額するものであります。

１４ページの第３款後期高齢者支援金等につきましては財源更正であります。

１５ページをご覧ください。第６款介護納付金につきましても、同様に財源更正であります。

１６ページの第７款及び第１項が共同事業拠出金、第１目高額医療費共同事業医療費拠出金

は ７９０万 ５，０００円を減額するものでありますが、平成２３年度の拠出金額の確定に伴うもので

あります。第４目保険財政共同安定化事業拠出金は ３，９２３万 ４，０００円を減額するものですが、
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これにつきましても、平成２３年度拠出金額の確定に伴うものであります。

１７ページをご覧ください。第９款及び第１項が基金積立金、第１目が財政調整基金積立金

は ８，００１万 ６，０００円減額するものですが、各予算の精査の結果補正するものであります。

１８ページの第１１款諸支出金、第２項国県支出金返納金、第１目国庫支出金返納金は ７８６万

５，０００円を増額するものであり、前年度の療養給付費負担金の精算に基づく返還金でありま

す。

以上で、議案第２０号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）の

説明を終わります。

工門利弘住民課長

それでは、議案第２１号の平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）の

内容につきまして、ご説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

平成２３年度紀北町の後期高齢者医療医療特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ２１６万円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ５億 １，５５５万円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき歳入からご説明いたしますので、６ペ

ージをご覧ください。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目事務費繰入金は８０万 ３，０００円を減額、第２

目保険基盤安定繰入金は １００万 ３，０００円を減額するものですが、事務費繰入金の中の職員人

件費分の１万 ７，０００円以外は後期高齢者医療広域連合納付金額の変更に伴うものであります。

第６款諸収入、第５項及び第５目雑入は ３９６万 ６，０００円を新たに計上させていただくもの

ですが、平成２２年度の療養給付費の精算に伴うものであります。

続きまして、歳出のご説明をさせていただきますので、７ページをご覧ください。
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第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は１万 ７，０００円を減額させていただ

くものですが、職員人件費の１２月給与改定に伴うものであります。

８ページをご覧ください。第２款、第１項、第１目ともに後期高齢者医療広域連合納付金

につきましては １７８万 ９，０００円を減額するものですが、三重県後期高齢者医療広域連合から

の決算見込み数値により補正するものであります。

９ページの第４款諸支出金、第２項繰出金、第１目他会計繰出金は ３９６万 ６，０００円を減額

するものですが、前年度の療養給付費負担金の精算に伴う一般会計への繰り出しであります。

以上で、議案第２１号 平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）の説

明を終わります。どうぞよろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第２２号についての内容説明を求めます。

谷福祉保健課長。

谷吉希福祉保健課長

それでは、議案第２２号 介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）について、ご説明

いたします。

予算書の１ページをお願いいたします。

平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）

平成２３年度紀北町の介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４２１万 ８，０００円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１億 ８，５９８万 ５，０００円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき、説明をさせていただきます。

歳入予算から説明いたします。

６ページをお願いいたします。第１款サービス収入、第１項介護給付費収入、第２目施設

介護サービス費収入 ４２１万 ８，０００円の減額は、第１節の施設介護サービス費収入の保険者収
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入 ４２１万 ８，０００円の減額であります。

続きまして、歳出予算についてご説明いたします。

７ページをお願いいたします。第１款総務費、第１項施設管理費、第１目一般管理費は、

４２１万 ８，０００円の減額でありまして、職員給料におきまして ８，０００円、職員手当等で３５万円、

共済費８７万 ２，０００円、賃金 ２９８万 ８，０００円のそれぞれを給与改定による職員、嘱託員人件費

を減額するものでございます。

以上でございます。よろしくご審議いただきますようお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第２３号についての内容説明を求めます。

奥川水道課長。

奥川英水道課長

平成２３年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）について、ご説明させていただきます。

議案書の１ページをお願いします。

平成２３年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

（総則）

第１条 平成２３年度紀北町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的収入及び支出）

第２条 平成２３年度紀北町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収入 第１款水道事業収益は １，２８７万 ４，０００円を減額し、３億 ９，０３９万 ６，０００円に、その

内訳は第１項営業収益 １，１９４万円を減額し、２億 ６，２１０万 ３，０００円に、第３項簡易水道営業

収益は９３万 ４，０００円を減額し、１億 １，３５５万 ４，０００円に。

支出、第１款水道事業費用は ６６２万 １，０００円を増額し、３億 ８，７９２万 ６，０００円に、その内

訳は第１項営業費用は １５４万 ９，０００円を増額し、２億 ３，１３３万 ８，０００円に、第２項営業外費

用は６９万 １，０００円を減額し、 ３，２０８万 ５，０００円に、第３項簡易水道営業費用は ５７６万 ３，０００

円を増額し、 ９，７８４万円にするものです。

（資本的収入）

第３条 予算第４条本文括弧書きを、（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１

億 ５，９３２万 ２，０００円は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんするものとする。） に改め、
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資本的収入の予定額を次のとおり補正する。

収入、第１款資本的収入に １２０万円を増額し、１億 １，９０９万 ９，０００円に、その内訳は第１

項負担金 ２８０万円に １２０万円を増額し、 ４００万円にするものです。

（議会の議決を経なけければ流用することができない経費）

第４条 予算第８条中（１）職員給与「８，１０４万 ７，０００円」を「８，０９３万 ４，０００円」に改める。

る。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては１４ページをお願いします。

１４ページの平成２３年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）実施計画説明書でご説明さ

せていただきます。

１４ページです。収益的収入及び支出の収入ですが、第１款水道事業収益 １，２８７万 ４，０００円

を減額し、３億 ９，０３９万 ６，０００円にするもので、その内訳は第１項営業収益、第１目給水収

益 １，１９４万円の減額と、第３項簡易水道営業収益、第１目給水収益９３万 ４，０００円の減額で、

水道使用料の収入見込みによるものでございます。

収益的支出でございますが、第１款水道事業費用は ６６２万 １，０００円を増額して、３億 ８，７

９２万 ６，０００円にするものです。第１項営業費用は上水道にかかる費用ですが、第２目の配水

及び給水費の １５０万円の増額は、漏水事故による修繕料の不足によるものです。第３目の総

係費の１１万 ３，０００円の減額は、人事院勧告に伴うものでございます。第４目の減価償却費の

１６万 ２，０００円の増額は、精算予定に伴うものであります。

２項営業外費用、第２目消費税の６９万 １，０００円の減額は、精算予定に伴うものでございま

す。

第３項簡易水道営業費用、第２目配水及び給水費の １５０万円の増額は、漏水事故による修

繕料の不足によるものです。第４目減価償却費の ４２６万 ３，０００円の増額は、精算予定に伴う

ものです。

１６ページをお願いします。資本的収入ですが、１款資本的収入は １２０万円を増額し、１億

１，９０９万 ９，０００円にするもので、その内訳は１項負担金、１目負担金消火栓設置工事３基分

の負担金の増額によるものです。

以上、水道事業会計補正予算（第２号）の説明を終わらせていただきます。よろしくお願

いいたします。
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平野倖規議長

次に、議案第２４号についての内容説明を求めます。

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

それでは、議案第２４号 平成２４年度紀北町一般会計当初予算の内容について、説明させて

いただきます。

予算書１ページをご覧ください。

平成２４年度紀北町一般会計予算

平成２４年度紀北町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １０１億 ２，５１８万 ８，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第 ２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第 ２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、１６億

円と定める。

２ページをご覧ください。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一
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続きまして、８ページをご覧ください。第２表 債務負担行為であります。複写機賃貸借

契約など、次の９ページまで合わせまして９件であります。

続きまして、１０ページをご覧ください。第３表 地方債であります。限度額は過疎対策事

業ほか合計２０億 ６，３９０万円であります。

それでは、予算に関する説明書に基づき説明をさせていただきます。

まず、歳入予算の主なところについて説明させていただきます。

１３ページをご覧ください。第１款町税、第１項町民税、第１目個人は５億 ６，８１０万円であ

ります。前年度に比較しまして １，５２０万円の減額であります。第２目法人は ９，９１３万 ９，０００

円であります。前年に比較しまして８２万 ７，０００円の増額であります。

第２項、第１目固定資産税は６億 １，７９０万 ５，０００円であります。前年度に比較しまして、

３，７１３万 ９，０００円の減額であります。

１４ページをご覧ください。第２目、国有資産等所在市町村交付金及び納付金は、 １，５９０万

１，０００円で、前年度に比較しまして６６万 ８，０００円の減額であります。森林管理署、三重県及

び企業庁からの交付金であります。

第３項、第１目軽自動車税は ３，８４３万 ７，０００円で、前年度に比較しまして、３７万 ７，０００円

の減額であります。

第４項、第１目町たばこ税は１億 ３，５１６万 ８，０００円で、前年度に比較しまして、 ２，５８２万

９，０００ 円の増額であります。

１５ページをご覧ください。第２款地方譲与税、第１項、第１目地方揮発油譲与税は ２，０００

万円で、前年度と同額であります。

第２項、第１目自動車重量譲与税は ５，０００万円で、前年度に比べ １，０００万円の減額であり

ます。

１６ページをご覧ください。第３款、第１項、第１目利子割交付金は ３２２万 ２，０００円で、前

年度に比べ ２２９万 ７，０００円の減額であります。

第４款、第１項、第１目配当割交付金は ３０９万 ４，０００円で、前年度に比べ １０６万 ５，０００円

の増額であります。

第５款、第１項、第１目、株式等譲渡所得割交付金は９１万 ４，０００円で、前年度に比べ１３万

５，０００円の減額であります。

１７ページをご覧ください。第６款、第１項、第１目地方消費税交付金は１億 ５，０００万円で、

前年度に比べ １，０００万円の増額であります。
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第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は １，７００万円で、前年度に比べ １，３００万円の

減額であります。

第８款、第１項、第１目地方特例交付金は １，１００万円で、前年度に比べ １，００９万円の減額

であります。自動車取得税などの減税に伴う減収補てん特例交付金であります。

１８ページをご覧ください。第９款、第１項、第１目地方交付税は４０億 ３，２００万円でありま

す。このうち普通交付税は３８億 ３，２００万円、地方交付税は２億円であります。合わせて前年

度に比べ約 ３．４％、１億 ３，２００万円の増額であります。

第１０款、第１項、第１目交通安全対策特別交付金は ２１０万円で、前年度に比べ２０万円の減

額であります。

第１１款分担金及び負担金、第２項負担金、第２目民生費負担金は１億７５万 ３，０００円であり

ます。主なものとして私立保育所保育料負担金 ８，０１３万 ３，０００円、配食サービス事業個人負

担金 ５４７万 ２，０００円、老人ホーム入所者負担金の赤羽寮分 １，１４４万 ９，０００円であります。

１９ページをご覧ください。第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第１目総務使用料は

７７万 ４，０００円であります。第２目民生使用料は１万 ４，０００円であります。

２０ページをご覧ください。第３目衛生使用料は ８７０万 ９，０００円で、主なものとして一般廃

棄物処理施設使用料 ４３２万円であります。第４目農林水産使用料は １６６万 ２，０００円でありま

す。第５目商工使用料は ５，８９７万 ９，０００円で、主なものとして古里温泉施設使用料は ２，５２７

万 ４，０００円、紀北町森林公園オートキャンプ場施設使用料は ３，０００万円であります。第６目

土木使用料は ５，２７７万 ４，０００円で、主なものとして町営住宅使用料 ４，５３９万 ４，０００円であり

ます。

２１ページをご覧ください。第７目教育使用料は ８８４万 ４，０００円で、主なものとして幼稚園

保育料 ５４３万 ８，０００円であります。

２２ページをご覧ください。第１２款使用料及び手数料、第２項手数料、第１目総務手数料は

８３５万 ６，０００円で、主なものとして戸籍手数料 ４１４万円、住民票手数料 １７３万 ６，０００円であ

ります。第３目衛生手数料は １２７万 ７，０００円であります。第４目農林水産手数料は２万円で

あります。

第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は４億 ５，２１８万 ４，０００円であ

ります。主なものとして障害者自立支援給付費負担金１億 ４，０８９万円、２３ページの保育所運

営費負担金１億 １，４１０万 ７，０００円、子ども手当等負担金１億 ８，０６５万 １，０００円であります。

第２項国庫補助金、第１目総務費補助金は ２，６００万円であります。市町村合併推進体制整

６３



備費補助金で、本庁舎移転に合わせた情報ネットワークシステムの再構築に充当いたします。

第２目民生費補助金は ６７５万 ６，０００円で、主なものとして障害者地域生活支援事業費等補助

金 ６２２万 ７，０００円であります。第３目衛生費補助金は ５，８５４万 ７，０００円で、主なものとして

循環型社会形成推進交付金 ５，６９３万 ９，０００円で、ストックヤード建設事業と合併浄化槽設置

整備事業に充当しております。第４目農林水産業費補助金は１億 ２，０００万円で海岸保全施設

整備事業費補助金であります。第６目土木費補助金は社会資本整備総合交付金 １，４５６万 １，０

００円で、橋りょう寿命化修繕計画策定事業、町道小山山側線道路改良事業等に充当いたしま

す。

２４ページをご覧ください。第８目教育費補助金は１億 ７，３０７万 ３，０００円で、主なものとし

て学校施設環境改善交付金（紀北中学校改築事業分）１億 ６，２６９万円であります。

２５ページをご覧ください。第３項委託金、第１目総務費委託金は２２万 ６，０００円であります。

第２目民生費委託金は ５０９万 ８，０００円で、主なものは国民年金事務委託金 ４５６万 ２，０００円で

あります。第６目教育費委託金は２４万 ５，０００円であります。

第１４款県支出金、第１項県負担金、第１目総務費負担金は １３０万 ３，０００円であります。第

２目民生費負担金は２億 ７，３８２万 ２，０００円であります。主なものとして国民健康保険基盤安

定事業費負担金 ５，７６１万 １，０００円、障害者介護給付費負担金 ６，９２４万 １，０００円、後期高齢者

医療保険基盤安定事業費負担金 ５，３８１万 ２，０００円。

２６ページの保育所運営費負担金 ５，７０５万 ３，０００円、子ども手当等負担金 ３，０５２万 ２，０００円

であります。

第２項県補助金、第１目総務費補助金は ７，０９０万円であります。主なものとして三重県バ

ス運行対策費補助金は ７６５万 ７，０００円、三重県市町村合併支援交付金は ６，１２０万円で紀北中

学校改築事業、本庁舎移転推進事業等に充当いたします。第２目民生費補助金は１億 ４，４７５

万 ５，０００円であります。主なものとして心身障害者医療費補助金 ３，４８６万円、介護基盤緊急

整備等特別対策事業費補助金 ６，０００万円、乳幼児（子ども医療費補助金） １，５８９万 ４，０００円

であります。

２７ページをご覧ください。第３目衛生費補助金は ２，０３５万 ５，０００円であります。主なもの

として浄化槽設置促進事業補助金 ８４７万 ７，０００円、妊婦健康診査臨時特例交付金 ３０５万 ９，０

００円、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金 ６９３万 ９，０００円であります。第４

目農林水産業費補助金は１億 ２，６６６万 ５，０００円であります。主なものとして地籍調査事業費

補助金 ５２３万 ５，０００円、農地制度実施円滑化事業費補助金 ６０２万 １，０００円、造林事業費補助
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金は ２，０８７万 ６，０００円で、町営漁港海岸保全事業費補助金は ８，４００万円であります。

５目商工費補助金は ２，４８８万 ６，０００円であります。主なものとして緊急雇用創出事業臨時

特例交付金 ２，４２８万 ２，０００円で、国の雇用対策措置によるものであります。第６目土木費補

助金は ２５９万 ５，０００円であります。

２８ページをご覧ください。第７目消防費補助金は ３，４７１万 ４，０００円で、地域減災力強化推

進補助金であります。第８目教育費補助金は １７５万 １，０００円であります。第１０目電源立地地

域対策交付金は １，１９９万 ４，０００円で、消防団の小型動力ポンプ付積載車購入費に充当いたし

ます。

第３項委託金、第１目総務費委託金は ２，８８５万 ６，０００円であります。主なものとして県民

税徴収取扱委託金は ２，５１２万 ９，０００円で、税務一般事務費等に充当いたします。そのほか海

区漁業調整委員選挙執行委託金 ２１１万 ９，０００円であります。

２９ページをご覧ください。第４目農林水産業費委託金は １８３万円であります。第６目土木

費委託金は １，６５８万 ７，０００円であります。主なものとして海岸清掃委託金 ６４０万円、江ノ浦

橋管理委託金 ４８０万円であります。第７目消防費委託金は １３１万円であります。

３０ページをご覧ください。第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第１目財産貸付収入は

５９２万 ２，０００円で、町有地貸付収入等であります。第２目利子及び配当金は ４０９万 ７，０００円

で、基金運用利息等であります。

第２項財産売払収入、第２目物品売払収入は ２００万円であります。

３１ページをご覧ください。第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は １００万円であり

ます。

第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第１目財政調整基金繰入金は１億 ２，０００万円でありま

す。第３目地域づくり事業基金繰入金は ３，０００万円で、銚子川流域魅力アップ推進事業、高

速道路休憩施設整備事業、観光振興推進事業の高速道路延伸関連に充当いたします。

第４目福祉事業基金繰入金は ３７８万円で、老人福祉特別対策事業の長寿祝金と寝たきり老

人等福祉保健手当に充当します。第８目庁舎等改築及び改修基金繰入金は ４，２０８万 ３，０００円

で、本庁舎移転推進事業に充当いたします。

３２ページをご覧ください。第１６目災害援護資金償還事業基金繰入金は ５，３２４万円で、災害

援護資金償還事業に充当します。第１７目交通安全対策事業基金繰入金は ３７１万 １，０００円で、

交通安全対策事業等に充当いたします。第１９目住民生活に光をそそぐ基金繰入金は １，１２４万

７，０００円で、住民生活に光をそそぐ交付金事業（生涯学習係）に充当いたします。
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第１８款、第１項、第１目繰越金は １，０００万円で、一般会計歳計剰余金であります。

３３ページをご覧ください。第１９款諸収入、第１項延滞加算金及び過料、第１目延滞金は、

６１１万 ７，０００円であります。第２目加算金は １，０００円であります。第２項、第１目町預金利

子は ３，０００円であります。第３項、第１目貸付金元利収入は ６，２８４万 ９，０００円であります。

奨学資金貸付金返還金 ８０２万円、災害援護資金貸付金返還金 ５，４８２万 ９，０００円であります。

３４ページをご覧ください。

第４項受託事業収入、第１目民生費受託事業収入は ３，５４１万 ９，０００円であります。老人ホ

ーム入所者受託事業収入が ８１６万 ５，０００円、地域支援事業受託事業収入の ２，７２５万 ４，０００円

は地域支援事業費（介護予防等）に充当します。第３目農林水産業費受託事業収入は ５８２万

８，０００円であります。

第５項雑入、第２目弁償金は １，０００円であります。第６目雑入は、 ３，８８３万 ５，０００円であ

ります。主なものとしまして３５ページの三重県市町村職員互助会公益事業等助成金 ６００万円、

オータムジャンボ配分金 ５９８万 ６，０００円、３７ページの消防団員退職報償金 ５１０万円などであ

ります。

３８ページをご覧ください。第２０款、第１項町債、第１目総務債は８億 ７，８１０万円でありま

す。集会所建設事業債は ３，６４０万円で過疎対策事業債であります。片上地区の地区集会所建

設事業に充当いたします。地域振興基金債は１億 １，４００万円で合併特例事業債であります。

地域振興基金の積み立てに充当いたします。

３９ページをご覧ください。庁舎改修事業債は６億 ２，４５０万円で合併特例債事業債でありま

す。本庁舎移転推進事業に充当いたします。過疎地域自立促進特別事業債は１億 ３２０万円で

あります。過疎対策事業債の対象となるソフト事業としてＣＡＴＶ行政放送事業をはじめと

する２１事業に充当いたします。第３目衛生債は１億 １，０６０万円であります。清掃費１億 ２２０

万円は合併特例事業債で、一般廃棄物施設（ストックヤード）建設事業に充当いたします。

保健衛生債 ８４０万円は、過疎対策事業債で浄化槽設置整備事業に充当いたします。

第４目農林水産業債は ５，１４０万円であります。農業債 ５００万円は過疎対策事業債であり、

中山間地域総合整備事業費に充当いたします。水産業債 ４，６４０万円は合併特例債事業であり、

海岸保全施設整備事業費に充当いたします。第６目土木債は１億 ７，３００万円で過疎対策事業

債であります。道路橋りょう債は１億 ４，９７０万円で、町道小山山側線道路改良事業など１８事

業に充当いたします。

４０ページをご覧ください。都市計画債は ２，３３０万円で、熊野灘レク都市公園事業の県営公
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園事業負担金に充当いたします。第７目消防債は ８，０００万円であります。消火栓新設事業債

５４０万円、小型動力付きポンプ積載車整備事業債 ３９０万円、衛星系防災行政無線整備事業債

１，０３０万円、消防ポンプ自動車整備事業債 １，４１０万円、資機材搬送車整備事業債 ２４０万円、

防災行政無線屋外子局整備事業債 ３８０万円は過疎対策事業債であります。避難路整備事業債

３，５１０万円は合併特例事業債であります。また避難路誘導灯設置事業債 ５００万円は、緊急防

災減災事業債であります。

第８目教育債は３億 ７，０８０万円であります。小学校債 ２９０万円は過疎対策事業債で、スク

ールバス整備に充当いたします。中学校債３億 ７８０万円と、社会教育債 ６，０１０万円は合併特

例事業債であります。紀北中学校改築事業及び生涯学習施設整備事業にそれぞれ充当します。

第１０目臨時財政対策債は４億円で、前年度に比較しまして ５，２００万円の減額であります。

これで歳入予算の説明を終わらせていただきます。

次に、歳出予算の主なところについて説明をいたします。

人件費につきましては、最後に給与費明細書で一括して説明させていただきます。

４１ページをご覧ください。第１款、第１項、第１目議会費は１億 １，７６９万 ９，０００円であり

ます。議会活動及び議会事務局運営事業費は ９，１１４万円で、議会運営等に要する経費であり

ます。

４３ページをご覧ください。第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は、１２億

３，８８４万 ２，０００円であります。嘱託職員等賃金は ３，９２１万 ４，０００円で、社会保険料等共済費

事務補助員８名分賃金であります。総合住民情報システム運営事業費は ３，２５７万 ８，０００円で

総合住民情報システムの管理運営に要する経費であります。本庁舎移転推進事業費は７億 ２

５８万 ３，０００円で、本庁舎移転に伴う改修工事費及びシステム移転経費等であります。

４５ページをご覧ください。第２目文書広報費は ６，２４３万 ５，０００円であります。一般広報公

聴事業費は １，３９０万 ８，０００円で、広報きほくの発行及び県政だより、県議会だよりを含む配

布手数料に要する経費であります。ＣＡＴＶ行政放送事業費は １，９８４万 ６，０００円で、行政放

送番組ふるさと紀北町の番組の制作等に要する経費等であります。

４６ページをご覧ください。文書取扱事業費は １，６００万円で、文書の処理収受、発送及び複

写機等の使用に要する経費であります。第３目財政管理費は １４６万 ３，０００円であります。主

に財務会計システム運営事業に要する経費であります。第４目会計管理費は １８１万 ５，０００円

で、会計管理事務に要する経費であります。第５目財産管理費は２億 ７２１万 ６，０００円であり

ます。庁舎管理事業費は ２，４７３万 ９，０００円で、本庁舎及び町民センター等の維持管理等に要
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する経費であります。公用車管理事業費は １，０６２万 ３，０００円で、公用車の維持管理に要する

経費であります。

４７ページをご覧ください。基金管理事業費は１億 ２，５０９万円で、基金の積み立て等に要す

る経費であります。内訳としましては、合併特例事業債による地域振興基金積立金に、１億

２，０００万円、ふるさと応援基金積立金に ２００万円、各種基金定期預金利息等積立金に ４０９万

円を積み立てるものであります。また、地区集会所建設事業費は ４，２３５万 ８，０００円で、片上

２区集会所建設事業に要する経費であります。

第６目企画費は ８，８３８万 １，０００円であります。地方バス運行対策事業費は ２，６０２万 ７，０００

円で、紀伊長島区内の河合線の自主運行バス運行委託料及び第３種生活路線尾鷲長島線運行

費補助金、公共交通空白地で自主運行バス運行等に要する経費であります。高度情報化推進

事業費は ４，０２９万円で、庁舎及び施設間のネットワーク管理経費でありますが、本年度は庁

舎移転に合わせてネットワークシステムの再構築費も含んでおります。

４８ページをご覧ください。銚子川流域魅力アップ推進事業費 ５１２万 ５，０００円は、温浴施設

の調査費及び魅力発信のための流域マップの製作費等であります。

第７目支所及び出張諸費は ２，７５５万 ３，０００円であります。嘱託職員等賃金は４名分で ７７８

万 ２，０００円であります。紀伊長島総合支所管理事業費は １，８６９万 ９，０００円で、紀伊長島総合

支所庁舎の維持管理に要する経費であります。

４９ページをご覧ください。第８目公平委員会費は４万 ７，０００円で、公平委員会の運営に要

する経費であります。第１０目生活安全推進費は ４０６万 ６，０００円で、防犯活動事業、交通安全

対策推進事業等に要する経費であります。

５０ページをご覧ください。第１１目一般訴訟費は ５２１万 ２，０００円であります。水道関係訴訟

事業の損害賠償請求事件に要する経費であります。第１２目諸費は ５９７万 ６，０００円で、町税過

誤納付による歳出還付金などであります。

５１ページをご覧ください。第２項町税費、第１目税務総務費は ８，３７３万 ５，０００円でありま

す。嘱託職員等賃金は２名分で ３８７万 １，０００円であります。税務一般事務事業費は １，００５万

１，０００円で、町税賦課業務に要する経費であります。

５２ページをご覧ください。第２目賦課徴収費は ３９２万 ４，０００円で、町税の賦課徴収に要す

る経費等であります。

５３ページをご覧ください。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は ６，５１３万 ６，０００円で、嘱

託職員等賃金は２名分、 ３７５万 ７，０００円、戸籍電算管理事業費 ８６１万円などであります。
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５５ページをご覧ください。第４項選挙費、第１目選挙管理委員会費は ７９５万円であります。

第５目農業委員選挙費は ２０１万 ７，０００円で、任期満了に伴う農業委員の選挙執行にかかる経

費であります。

５６ページをご覧ください。第１１目海区漁業調整委員選挙費は ２１１万 ９，０００円で、任期満了

に伴う三重海区漁業調整委員の選挙の執行にかかる経費であります。

５７ページをご覧ください。第５項統計調査費、第２目指定統計費は９５万 ２，０００円でありま

す。経済センサス調査等の受託事業であります。

５８ページをご覧ください。第６項、第１目監査委員費は７３万円であります。

５９ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は６

億 ２，８６９万 ３，０００円であります。嘱託職員等賃金は２名分で ３８１万 ２，０００円であります。国

民健康保険事業特別会計繰出金は１億 ６，２００万 ６，０００円で、一般会計からの繰出金でありま

す。繰出金の内容としましては保険基盤安定分、職員給与費等の一般財源化分、財政安定化

支援事業分、出産育児一時金等の繰出金であります。紀北町社会福祉協議会助成事業費は ３，

６７２ 万 ８，０００円で、紀北町社会福祉協議会への補助金であります。紀北広域連合運営事業費

は３億 ５，４９３万円で、紀北広域連合への負担金等であります。

６０ページをご覧ください。第３目身体障害者福祉費は４億 １２８万 ３，０００円であります。心

身障害者医療費助成事業費は ６，９８１万 １，０００円で、心身障害者等への医療費助成であります。

障害者地域生活支援事業費は １，４７７万 ２，０００円で、障がいを持つ方がその適正に応じ地域で

自立した社会生活を営むことができるよう実施する事業に要する経費であります。障害者介

護訓練等給付事業費は２億 ８，０３４万 ８，０００円で、障がいを持つ方に対する在宅及び施設入所

等の福祉サービスに要する経費であります。

６１ページをご覧ください。第４目国民年金事務費は １，３２６万 ８，０００円であります。

６２ページをご覧ください。第２項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は５億 ２，５７９万 ４，０

００円であります。老人福祉特別対策事業町単分の事業費は ９６１万 ８，０００円で、高齢者福祉大

会等社会福祉協議会への委託料及び寝たきり老人等福祉保健手当等の経費であります。配食

サービス事業費は １，０６３万 ７，０００円で、高齢者に栄養バランスのとれた夕食を提供し、合わ

せて安否確認を行うための経費であります。老人福祉施設措置事業費は ２，２６２万 ８，０００円で、

町外の養護老人ホーム入所者への措置に要する経費であります。地域支援事業介護予防費は

２，０１８万 ６，０００円で、高齢者が介護状態に陥ることなく健康に生活が送れるように支援する

ための経費であります。後期高齢者医療特別会計繰出金は３億 ７，５９４万 ３，０００円で、療養給
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付費町負担金、職員人件費及び事務費等に要する経費を繰り出すものであります。介護基盤

緊急整備等特別対策事業費 ６，０００万円。

６３ページの介護施設開設準備経費助成等特別対策事業費 １，０８０万円は、民間が新設する小

規模多機能居宅介護事業所２件に対する助成であります。第２目養護老人ホーム費は ８，９０６

万 １，０００円であります。嘱託職員等賃金は７名分で １，５６８万 ９，０００円であります。老人ホー

ム管理運営事業費は ３，２２８万 １，０００円で、老人ホーム赤羽寮養護分の運営に要する経費であ

ります。

６５ページをご覧ください。第３目介護保険料は４７万 ６，０００円であります。第４目老人保健

費は２５万 ２，０００円で、老人保健特別会計の廃止に伴う過年度分の経費であります。

６６ページをご覧ください。第３項児童福祉費、第１目児童福祉総務費は ２，５８８万 ４，０００円

であります。子育て支援センター設置事業費は １，３０２万 ４，０００円で、民間の子育て支援セン

ターへの事業委託経費であります。放課後児童クラブ対策事業費は １，２８６万円で、放課後の

児童対策として２２年度から引き続き取り組むものであります。第２目保育所費は３億 ７，６１６

万 ７，０００円であります。嘱託職員等賃金は２名分で ４０６万 １，０００円であります。私立保育所

保育対策事業費は １，２２０万 ４，０００円で、私立保育所の保育対策に要する経費であります。児

童保育事業費は３億 ４，７５３万 ７，０００円で、保育所児童保育の実施に要する経費であります。

町内の私立保育所７園に対するものであります。

６７ページをご覧ください。第３目児童措置費は２億 ４，７２４万 ３，０００円で、子ども手当等支

給に要する経費であります。第４目母子福祉費は ４，５８５万 ８，０００円であります。一人親家庭

等医療費助成事業費は １，３７８万 ４，０００円であります。乳幼児（子ども）医療費助成事業費は

３，２０７万 ４，０００円で、本年９月から小学校卒業までの子どもを対象として、入院、通院とも

無料となるよう医療費助成を拡大するものであります。第５目へき地保育所費は３万 ９，０００

円であります。

６８ページをご覧ください。第４項、第１目災害救助費は１億 ８０６万 ９，０００円で、災害援護

資金償還に要する経費であります。災害援護資金利子補給費補助金 ２５２万 ５，０００円、県への

償還金 ５，０５３万 ６，０００円、災害援護資金償還事業基金への積立金 ５，４８３万円であります。

６９ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は１

億 ２，３０８万 ２，０００円であります。嘱託職員等賃金は４名分で ８７６万 ６，０００円であります。地

域保健共通事業費は １，８１１万 ４，０００円で、保健衛生全般にかかる経費でございます。主なも

のとしまして救急医療体制事業負担金 １，７７４万 ７，０００円であります。
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７０ページをご覧ください。第２目予防費は ７，６４４万 １，０００円であります。予防接種事業費

は ４，２６４万 ３，０００円で、予防接種に要する経費であります。本年度から高齢者の肺炎球菌ワ

クチン接種の助成も実施します。母子健診事業費は １，２４６万 ６，０００円で、妊婦健診等の委託

料などであります。がん検診事業費は １，５３５万 ６，０００円で各種がん検診等に要する経費であ

ります。第３目環境衛生費は ６，３６２万 ４，０００円であります。

７１ページをご覧ください。火葬場及び霊柩車管理運営事業費は ３，３４３万 ７，０００円でありま

す。主な経費としましては海山区の浄聖苑管理経費と荷坂やすらぎ苑組合負担金であります。

浄化槽設置整備事業費は ２，５４５万 ２，０００円で合併処理浄化槽設置整備費補助金等であります。

７２ページをご覧ください。第４目環境保全費は７８万 ２，０００円であります。

７３ページをご覧ください。第２項清掃費、第１目清掃総務費は１億 ６，５８９万 ７，０００円であ

ります。嘱託職員等賃金は１名分で ２０１万 ９，０００円であります。第２目塵芥処理費は５億 ７，

０８９ 万 ５，０００円であります。リサイクルセンター管理運営事業費は３億 ６６２万 ４，０００円であ

ります。紀伊長島リサイクルセンター、海山リサイクルセンターの施設管理費であります。

２箇所の施設管理の主な経費としまして燃料費、光熱水費、修繕料などの需用費２億 ２，９９８

万 ３，０００円、ＲＤＦ引き取り等事業委託料 ４，５３２万 ９，０００円、施設の保守点検委託料 １，６３１

万 ５，０００円であります。ごみ収集処理事業費は ４，６８６万 １，０００円で、町内のごみ収集に要す

る経費であります。主な経費はごみ収集の委託料 ４，４６２万 ５，０００円であります。資源ごみリ

サイクル促進事業費は ２，６７３万 ８，０００円で、各地区に設置した資源ごみステーションに出さ

れた資源ごみの回収及び処理等に要する経費であります。主な経費は嘱託職員等賃金で １，６

１０万 １，０００円、資源ごみステーション増設工事 １５０万円であります。

７４ページをご覧ください。環境衛生センター管理運営事業費は １，１７３万 ５，０００円で、環境

衛生センターの管理運営に要する経費であります。不燃物処理施設管理事業費は、 ２，２０５万

５，０００円で不燃物処理場の維持管理に要する経費であります。一般廃棄物施設（ストックヤ

ード）建設事業費は１億 ５，６１０万 １，０００円で、本年度は紀北町環境衛生センターの旧焼却炉

解体工事を実施するものであります。第３目し尿処理費は ５，７７６万 ４，０００円で、し尿処理場

の管理運営に要する経費であります。主な経費としましては燃料費、光熱水費、修繕料など

の需用費 ４，９６６万 ６，０００円であります。

７６ページをご覧ください。第３項上水道費、第１目上水道施設費は ６，７０４万 ９，０００円であ

ります。繰り出し基準に基づく水道事業会計への繰出金で、本年度は補償費免除繰上償還分

を含んでおります。
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７７ページをご覧ください。第５款農林水産業費、第１項農業費、第１目農業委員会費は、

８６０万円であります。第２目農業総務費は ４，８５６万 ２，０００円であります。農政総合企画事業

費は １，７７９万 １，０００円で、農業の振興と総合企画に要する経費であり、主に東紀州農業共済

事務組合負担金 １，０２１万 ８，０００円であります。

７８ページ、中山間地域総合整備事業費は ７５０万円で、県営中山間地域総合整備事業に対す

る負担金であります。

７９ページをご覧ください。第３目農業振興費は８１万 ８，０００円であります。第５目農地費は

４，８８６万 ７，０００円であります。海岸環境整備事業費は ８６０万 ６，０００円、土地改良施設維持管

理適正化事業費 ７０９万 ６，０００円、農地防災事業費は １，１８１万 ２，０００円、農林業施設維持管理

事業費として緊急雇用創出事業費 １，２５６万 ５，０００円などであります。

８１ページをご覧ください。第２項林業費、第１目林業総務費は ２，６３８万 ９，０００円でありま

す。林業の総合的な企画運営に要する経費であります。第２目林業振興費は １，６６４万 ２，０００

円であります。森林整備地域活動支援交付金事業費 ５５５万 ９，０００円、新たに紀北町木造住宅

建築促進事業費補助金を創設するなど、より一層木材の利用促進を図る地域産材利用促進事

業費 ６２４万 ７，０００円等であります。

８２ページをご覧ください。第３目林業施設費は ６６７万 ２，０００円であります。森林環境の適

正化を図る森林環境創造事業 ５００万円などであります。第４目町有林造成事業費は ７，６００万

３，０００円であります。町有林造成事業費は ６，２７８万 ４，０００円で、町有林の保育、管理などに

要する経費であります。

８３ページをご覧ください。第５目分収造林費は ５６７万 ８，０００円であります。

８４ページをご覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は １，６２８万 ８，０００円であ

ります。水産総合企画事業費、島勝漁村センター管理事業費などであります。

８５ページをご覧ください。第２目水産業振興費は １，４７３万 ８，０００円であります。漁業振興

対策事業費 ６３０万円、種苗放流の負担金等の水産資源増殖事業費 ４４５万 ２，０００円、藻場生態

系保全活動を支援する環境生態系保全活動支援事業費 １８１万 ５，０００円などであります。第３

目漁港管理費は２億 ５，６２５万 ８，０００円であります。漁港管理事業費は ３３４万 ２，０００円で、漁

港の維持管理経費であります。海岸保全施設整備事業費は２億 ５，２９１万 ６，０００円で、三浦漁

港及び矢口漁港の海岸保全施設改修実施のための経費でございます。

８６ページをご覧ください。第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は ５，６４８万円であり

ます。嘱託職員等賃金は３名分で ５９７万円であります。第２目商工業振興費は ３，１２１万 ９，０
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００円であります。中小企業指導育成事業費は １，１６２万円で、小規模経営改善普及事業費補助

金で商工会への補助金であります。

そのほか８７ページのふれあい広場マンドロ管理運営事業費 ６７２万 ７，０００円、道の駅マンボ

ウ管理事業費 ５６７万 ２，０００円等であります。第３目観光費は１億 １，２７５万円であります。観

光活性化対策事業費は １，８１４万 ７，０００円で、主なものは燈籠祭助成金、大白祭補助金、紀北

町観光協会補助金、三重紀北年末港市補助金など、観光関係補助金等であります。温泉施設

管理運営事業費は ２，６２６万 ７，０００円で古里温泉の管理運営に要する経費であります。

８８ページ、紀北町森林公園オートキャンプ場管理運営事業費は ２，６７２万 ５，０００円で、キャ

ンプｉｎｎ 海山の管理運営に要する経費で、施設管理委託料は ２，５００万円であります。観光振

興推進事業、高速道路延伸関連の事業費は ２，３４１万円で、スポーツ合宿の受け入れ、きほく

倶楽部の会員増強、きほくラブめし決定戦の開催、新たな観光商品の開発、メディアへのＰ

Ｒ活動等、紀北町観光協会への委託事業のほか、紀北町ＦＭラジオ番組ＰＲ事業の委託事業

であります。

８９ページをご覧ください。第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は、１億

１，１３６万 ６，０００円であります。嘱託職員等賃金は１名分で １８８万 ３，０００円、そのほか土木事

業推進及び管理関係事業費などであります。

９１ページをご覧ください。第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は １，４４０万

３，０００円であります。第２目道路橋りょう維持費は ３，６９４万 ７，０００円であります。嘱託職員

等賃金は２名分で ５４０万 ５，０００円であります。町道道路維持補修事業費は １，０７０万 ５，０００円

で、町道の維持補修に要する経費であります。交通安全対策事業費は １，２７３万 ７，０００円で、

町道の交通安全対策に要する経費であります。

９２ページをご覧ください。第３目道路橋りょう新設改良費は１億 ７，１１４万円であります。

町道道路改良事業町単分の事業費は１億 １，６９０万円で、町単独の道路改良事業費に要する経

費であります。下排水路整備事業費は ５８４万円であります。町道道路改良事業舗装の事業費

は ３，６００万円で、町道の舗装工事に要する経費であります。町道道路改良事業国補分の事業

費は本年度で完了予定の町道小山山側線改良事業の経費であります。

９３ページをご覧ください。第３項河川費、第１目河川総務費は ９０４万 ７，０００円であります。

海岸環境清掃業務委託事業費などであります。第２目河川施設費は ５，１３１万円で、河川改修

及び維持補修事業費であります。第３目砂防費は １，３００万円で、急傾斜地崩壊対策事業の負

担金であります。
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９４ページをご覧ください。第４項港湾費、第１目港湾管理費は １，３３３万 ８，０００円で、港湾

環境清掃業務委託事業費 ４５５万 ３，０００円、江ノ浦橋管理委託事業費 ７９０万 ３，０００円などであ

ります。

９５ページをご覧ください。第５項都市計画費、第１目都市計画総務費は １，０５５万 ５，０００円

であります。第２目公園費は ２，４３４万 ３，０００円であります。県営公園事業負担金は ２，０００万

円で、熊野灘レク都市公園事業の町負担金であります。公園管理事業は ４３０万 ４，０００円で、

赤羽公園のトイレ増設工事等であります。第４目高速道路関連費は１４万円であります。

９６ページをご覧ください。第６項住宅費、第１目住宅管理費は １，７０１万 ９，０００円でありま

す。町営住宅管理事業費は ９８５万 ２，０００円で、町営住宅の維持管理にかかる経費であります。

９７ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は４億 ５，０８６万 ２，０

００円で、三重紀北消防組合負担金であります。第２目非常備消防費は ３，５１０万円であります。

消防団出動事業費は ９００万円で出動時の報酬であります。消防団活動事業費は ２３３万 １，０００

円で、消防団活動に要する経費であります。消防団員活動事業費は ２，２４１万 ３，０００円で、消

防団員の報償費、退職報償掛金などに要する経費であります。第３目消防施設費は ２，６７０万

３，０００円であります。消防機械器具整備管理事業費は ８４０万 ２，０００円で、消防団車両小型動

力ポンプ、消防水利の維持管理に要する経費であります。消防施設機械器具整備事業費は、

１，７４４万 ３，０００円で消防団の小型動力ポンプ付積載車の購入に要する経費であります。

９８ページをご覧ください。第４目水防費は ６９８万 ４，０００円で、河川海岸水防対策事業費で

あります。第５目災害対策費は１億 ４，１３２万 ９，０００円であります。災害対策事業費は １，８８２

万 ４，０００円で、非常用備蓄品や紀伊長島総合支所の災害対策本部車両の購入等であります。

防災行政無線管理事業費は ３，００２万 ３，０００円であります。主なものとしましては町防災無線

屋外制御装置電池交換 ３２６万 ４，０００円、大白公園の防災行政無線屋外子局設置工事費 ３８６万

８，０００円、三重県防災行政無線整備事業負担金 ８５５万 ４，０００円等であります。自主防災組織

対策事業費は １，１９７万 ８，０００円であります。主なものは新しく自主防災会倉庫整備工事費 ７

００万円、自主防災活動補助金 ４６０万円であります。地震津波災害避難路整備事業費は ７，１３５

万 ６，０００円で、地震津波避難路の整備費と維持管理経費であります。緊急雇用創出事業津波

等災害対策推進事業の事業費は ６３４万 ９，０００円で、昨年度に引き続き海抜シールの設置、避

難路の点検、補修等を実施する経費であります。

１００ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第１目教育委員会費は６８

万円で、教育委員会運営事業費等であります。第２目事務局費は ７，９３３万 ５，０００円でありま
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す。主に嘱託職員等賃金４名分の ７９５万 ４，０００円と、教育委員会事務局運営事業費 １７９万 ８，

０００ 円、児童生徒スクールバス運行事業費 ８０１万円で、スクールバス購入費とバス運行経費

であります。

１０１ページをご覧ください。第３目教育振興費は ２３２万 ２，０００円であります。第４目奨学

費は ６７９万 ７，０００円で奨学金貸与事業費であります。

１０２ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は１億 ２，０３６万 ７，０００円

であります。嘱託職員等賃金は１１名分で ２，１２６万円であります。小学校管理運営事業費は、

５，１８０万 ５，０００円で小学校１１校分の維持管理に要する経費であります。特別支援学級児童介

助教員設置事業費は １，７５１万 ８，０００円で、介護教員配置に要する経費であります。ＡＬＴ事

業費は ８７２万 ８，０００円で、外国人講師による児童生徒の英語学習に要する経費であります。

１０３ページをご覧ください。第２目教育振興費は ２，３７５万円であります。小学校教育活動

振興助成事業費は １，２８１万円で、小学校教育振興経費、校医報酬児童教員健康診断等に要す

る経費であります。要保護及び準要保護児童就学援助事業費は ７８２万 ４，０００円で、就学旅行

費、給食費など対象児童に対して、さまざまな就学援助をするものであります。

１０４ページをご覧ください。第３項中学校費、第１目学校管理費は ５，１９６万 ７，０００円であ

ります。嘱託職員等賃金は４名分で ７７５万円であります。中学校管理運営事業費は ２，８０５万

５，０００円で、中学校４校分の維持管理に要する経費であります。特別支援学級生徒介助教員

設置事業費は ７０８万円で介助教員配置に要する経費であります。

１０５ページをご覧ください。第２目教育振興費は ２，４４４万 ５，０００円であります。中学校教

育活動振興助成事業費は １，１３２万 ８，０００円で、中学校４校の教育振興経費、校医報酬生徒教

員健康診断補助金等に要する経費であります。要保護及び準要保護生徒就学援助事業費は、

１，０４４万 ２，０００円でさまざまな就学援助をするものであります。第３目学校建設費は、５億

１，１３４万 ７，０００円で、紀北中学校改築事業費であります。

１０６ページをご覧ください。第４項、第１目幼稚園費は ９，９６６万 ４，０００円であります。嘱

託職員等賃金は６名分で、 １，２７６万 ２，０００円であります。幼稚園管理運営事業費は １，５０５万

４，０００円で、幼稚園３園の管理運営に要する経費であります。

１０８ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は、１億 ５，６８５万

４，０００円であります。嘱託職員等賃金は１２名分で ２，３６３万 ６，０００円であります。文化振興事

業費は ３７０万 ３，０００円であります。若者センター管理事業費は ５１０万 ９，０００円であります。

１０９ページの生涯学習施設整備事業費は ６，３３５万 ７，０００円で、本庁舎移転に伴い生涯学習
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施設整備を実施するものです。住民生活に光をそそぐ交付金事業（生涯学習関係）は １，３６４

万 ８，０００円で、町民の利用する図書室等の蔵書検索システムと、図書等の充実を図る経費で

あります。第２目公民館費は ２，９７２万 １，０００円であります。紀伊長島区公民館管理運営事業

費は １，６１９万 ２，０００円で、東長島公民館を含め公民館７館の管理運営に要する経費でありま

す。海山区公民館管理運営事業費は １，３５２万 ９，０００円で、海山公民館を含め公民館５館の管

理運営に要する経費であります。

１１０ページをご覧ください。第３目郷土資料館費は ３０６万 ３，０００円で、郷土資料館２館の

管理運営に要する経費であります。

１１１ページをご覧ください。第４目文化財調査費は ７０２万 １，０００円であります。特別天然

記念物カモシカ食害対策事業費 ５９０万円などであります。

１１２ページをご覧ください。第６項保健体育費、第１目保健体育総務費は ５１６万 ４，０００円

で、社会体育団体活動費等助成事業費 １９５万円、スポーツ交流推進事業費は ２６９万 ８，０００円

で、よりスポーツ振興交流を推進するための経費であります。第２目給食施設費は、１億 ８

３０万 ７，０００円であります。学校給食センター管理運営事業費は ４，５０８万 ２，０００円で、海山区

の小中学校、幼稚園の給食に要する経費であります。給食施設管理運営事業は、 ３，８５０万 ９，

０００ 円で、紀伊長島区の小中学校、幼稚園の給食に要する経費であります。

１１３ページをご覧ください。第３目体育施設費は １，４８３万 ７，０００円で、体育施設等の管理

運営に要する経費であります。

１１５ページをご覧ください。第１１款、第１項公債費、第１目元金は１３億 ２，１６６万 ６，０００円

で長期債償還元金であります。第２目利子は１億 ７，３４４万円で、長期債償還利子及び一時借

入金利子であります。

１１６ページをご覧ください。第１４款、第１項、第１目予備費は １，０００万円であります。

１１７ページから １２１ページまでは債務負担行為に関する調書であります。

１２２ページ、 １２３ページは地方債現在高の見込みに関する調書であります。

１２３ページの合計の欄をご覧ください。地方債残高は前々年度末現在高の欄、平成２２年度

末では １１９億 ８，０６６万 ９，０００円であります。前年度平成２３年度末では １１９億 ７，９９２万 ２，０００

円となる見込みであります。平成２４年度中の起債借入見込額が２０億 ６，３９０万円で、償還見込

額が１３億 ７，２２０万 ２，０００円でありますので、その結果、平成２４年度末では １２６億 ７，１６２万円

となる見込みであります。

１２４ページの給与費明細書をご覧ください。町長、副町長の給料月額はそれぞれ７２万円、
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５７万円で、年間所要額は給料 １，５４８万円、期末手当 ５６０万 ６，０００円、共済費 ３７３万 ７，０００円

の合計 ２，４８２万 ３，０００円であります。

町議会議員は１８人で、報酬 ４，５１４万 ４，０００円、期末手当 １，３８４万 ５，０００円、共済費 ２，５１５

万 ４，０００円、合計 ８，４１４万 ３，０００円であります。

その他の特別職は教育委員、選挙管理委員などの委員と消防団員等 １，００５人の報酬 ４，３５０

万 ３，０００円であります。

１２５ページをご覧ください。一般職の職員数は １８１人で、前年度に比較しまして１人の減

員であります。給料は６億 ８，５７８万 ９，０００円、職員手当３億 ３，７３９万 ９，０００円、給与費の合

計は１０億 ２，３１８万 ８，０００円であります。共済費は２億 ３，４９８万 ２，０００円で、給与費等合計し

ますと１２億 ５，８１７万円であります。前年度と比較しますと ４，７８３万 １，０００円の減額となりま

す。その主な要因としましては、平成２３年人事院勧告による減額と、職員の退職による減額

であります。

以上で、平成２４年度紀北町一般会計予算の説明を終わらさせていただきます。よろしくお

願いいたします。

平野倖規議長

３時まで、暫時休憩させていただきます。

（午後 ２時 ４３分）

平野倖規議長

休憩前に引き続き、再開いたします。

（午後 ３時 ００分）

平野倖規議長
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次に、議案第２５号と第２６号の２件についての内容説明を求めます。

工門住民課長。

工門利弘住民課長

それでは、議案２５号 平成２４年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算の内容につきまし

て、ご説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２４年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

平成２４年度紀北町の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８億 ３，４１０万 ８，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２

億円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書で、歳入からご説明させていただきますので、

予算書の８ページ及び９ページのほうをご覧ください。

第１款及び第１項が国民健康保険料、第１目では一般被保険者国民健康保険料４億 ７３５万

万 １，０００円、第２目では退職被保険者等国民健康保険料 ３，９１１万 ６，０００円をそれぞれ計上し

ております。料率につきましては平成２３年度と変わりなく据え置いております。

１０ページをご覧ください。第３款使用料及び手数料、第１項手数料、第１目総務手数料の

１，０００円は、保険料納付証明等の手数料を計上いたしまして、第２目督促手数料２万円は、

保険料督促にかかる手数料を計上しております。
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第４款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目の療養給付費等負担金は医療費に対する国

の負担金５億 １，２３８万 ８，０００円を計上しております。第２目高額医療費共同事業負担金では

レセプト１件８０万円を超えるものについて、県下の市町の財政安定を図るため国保連合会に

おいて共同事業を行っておりますが、この拠出見込額に対する国の負担金 １，５７３万 ７，０００円

を計上しております。第３目特定健康診査等負担金では、特定健康診査にかかる国の基準単

価による負担金 ６４９万 ２，０００円を計上しております。

１１ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第１目財政調整交付金では普通調整交付金

１億 ６，３９１万 １，０００円、特別調整交付金 １，７６０万 ５，０００円、合わせて１億 ８，１５１万 ６，０００円

を計上しております。第３目出産育児一時金補助金では、産科医療補償制度に加入している

病院などで出産した場合の出産育児一時金を４万円引き上げて、４２万円としておりますが、

この引き上げ額４万円のうち、１万円が国から補助されますので、出産見込件数２０件から算

出して２０万円を計上しております。

第５款、第１項、第１目ともに療養給付費交付金では、退職被保険者の療養給付費分など

に対する社会保険診療報酬支払基金から交付される交付金２億１４万 ４，０００円を計上しており

ます。

第６款、第１項、第１目ともに前期高齢者交付金では６５歳から７４歳までの被保険者の療養

給付費分などに対する社会保険診療報酬支払基金からの交付金として、８億 ４，８７５万 ４，０００

円を計上しております。

１２ページの第７款県支出金、第１項県負担金、第１目の高額医療費共同事業負担金では国

の負担金と同様に国保連合会の共同事業で、拠出する額に対する県の負担金 １，５７３万 ７，０００

円を計上しております。第２目特定健康診査等負担金も国の負担と同様、基準単価の３分の

１の負担率による県の負担金 ６４９万 ２，０００円を計上しております。

第２項県補助金、第２目県財政調整交付金では、地域普通調整交付金として ７，８７７万 ３，０

００円、地域特別調整交付金として １，５９１万 ４，０００円をそれぞれ療養給付費分、加配後保険算

入額、後期高齢者支援分から算出し、合計で ９，４６８万 ７，０００円を計上しております。

１３ページをご覧ください。第８款及び第１項が共同事業交付金、第１目が高額医療費共同

事業交付金では、レセプト１件８０万円以上の高額医療費にかかる国保連合会からの交付金、

４，３９８万 ７，０００円を計上しております。第２目保険財政共同安定化事業交付金として２億 ２，

８１５ 万 ３，０００円計上しておりますが、レセプト１件３０万円以上８０万円未満の医療費にかかる

支払いに対して、財政の安定化を図るため県下の市町が共同して国保連合会において行う事
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業で拠出金を出し合って、これを原資にして支払いの状況に応じて各市町に交付されるもの

であります。

第９款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金では、国民健康保険財政調

整基金積立金利子として １，０００円を計上しております。

１４ページの第１０款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目一般会計繰入金では１億 ６，２００万

６，０００円計上しておりますが、一般会計からの法定分の繰り入れであります。これは保険基

盤安定繰入金で保険料軽減分にかかるもの、職員給与費等繰入金などを繰り入れるものでご

ざいます。

１５ページをご覧ください。第２項及び第１目が積立基金繰入金では、 ６，０２２万 ３，０００円計

上しておりますが、財政調整のため財政調整基金を一部取り崩して歳入に充てるものでござ

います。

第１１款、第１項、第１目ともに繰越金では、前年度繰越金として １，０００万円計上しており

ますが、平成２３年度の歳計剰余金を見込んだものでございます。

第１２款諸収入、第４項雑入、第３目一般被保険者第三者納付金 １００万円、１６ページの第４

目退職被保険者等第三者納付金１０万円は、それぞれ交通事故による損害賠償金にかかる納付

金を計上しております。第５目一般被保険者返納金、第６目退職被保険者等返納金では診療

報酬返納金として、それぞれ １，０００円を計上しております。第７目雑入では療養費等の支給

にかかる国庫負担分として １，０００円計上しております。

次に、歳出をご説明いたします。

１７ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では ３，９

８２万 ３，０００円計上しておりますが、職員人件費として５名分の給料等 ３，３１６万 １，０００円、嘱

託職員等賃金は事務補助員１名分の賃金 １９３万 ９，０００円、一般事務事業では ４７２万 ３，０００円

計上しておりますが、被保険者証の郵送料や国保連合会での共同処理電算事務手数料等であ

ります。

１８ページをご覧ください。第２目連合会負担金では三重県国民保険団体連合会負担金とし

て９５万 ４，０００円計上しておりますが、国保連合会審査事務処理にかかる一般負担金や保健事

業にかかる負担金等でございます。

１９ページの第２項徴収費、第１目賦課徴収費では、保険料賦課徴収事業として ５２３万 ３，０

００円計上しておりますが、保険料を徴収する相談員の賃金、保険料決定通知書の郵送料、口

座振替手数料などであります。
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２０ページをご覧ください。第３項及び第１目運営協議会費では、昨年と同額の１５万円を計

上しておりますが、国民健康保険運営協議会運営事業として、委員の報酬を計上しておりま

す。

２１ページの第２款保険給付費、第１項療養諸費、第１目一般被保険者療養給付費では、交

通事故にかかる第三者行為分 １００万円を含め１６億 ７，６６７万 ７，０００円を計上しております。第

２目の退職被保険者等療養給付費につきましても、第三者行為分１０万円を含め１億 ４，０１３万

２，０００円を計上してます。第３目一般被保険者療養費では一般被保険者の療養費として １，６

５０万 ８，０００円を計上、それで第４目退職被保険者等療養費につきましても退職被保険者等の

療養費 １０２万円を計上してます。第５目審査支払手数料では診療報酬審査支払手数料及び療

養調査手数料として ４９０万 ８，０００円計上しておりますが、国保連合会への診療報酬審査手数

料などであります。

２２ページをご覧ください。第２項高額療養費、第１目一般被保険者高額療養費、２億 ７４０

万 ６，０００円、第２目退職被保険者等高額療養費 ２，２７０万 ７，０００円につきましては、医療費が

高額になった場合に、一部負担給付をするものであります。第３目一般被保険者高額介護合

算療養費として １００万円、第４目退職被保険者等高額介護合算療養費については３０万円を計

上しておりますが、医療保険分と介護保険分にかかる自己負担額を合算して、決められた限

度額を超えた場合に、その超えた分に相当する額を助成するものであります。

２３ページの第４項出産育児諸費、第１目出産育児一時金 ８４０万円は２０件分を見込んだもの

であります。第２目の支払手数料につきましては、出産育児一時金を医療機関に三重県国民

健康保険連合会をとおして直接支払いをするための経費として ５，０００円を計上しております。

２４ページをご覧ください。第５項葬祭諸費、第１目葬祭費では４０件分を見込み ２００万円を

計上しております。

２５ページの第３款及び第１項が後期高齢者支援金等、第１目後期高齢者支援金では、２億

６，０６２万 ９，０００円計上しておりますが、７５歳以上の後期高齢者の医療給付に充てるため、社

会保険診療報酬支払基金に支出するものであります。第２目の後期高齢者関係事務拠出金３

万 ３，０００円につきましても同様に、運営事務費として支出するものであります。

２６ページをご覧ください。第４款及び第１項が前期高齢者納付金等、第１目前期高齢者納

付金では６３万 ７，０００円計上しておりますが、これは６５歳から７４歳の前期高齢者にかかる医療

費を社会保険診療報酬支払基金へ納付するための納付金であります。第２目前期高齢者関係

事務費拠出金３万 ２，０００円につきましても、社会保険診療報酬支払基金に運営事務費として
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拠出するものであります。

２７ページの第５款及び第１項が老人保健拠出金、第１目老人保健医療費拠出金では、２８万

５，０００円計上しておりますが、老人保健医療の対象者に対する療養給付費の共同事業への拠

出金で、社会保険診療報酬支払基金へ拠出するものであります。第２目老人保健事務費拠出

金１万 ９，０００円も社会保険診療報酬支払基金に、運営事務費として拠出するものでございま

す。

２８ページをご覧ください。第６款、第１項、第１目ともに介護納付金は介護給付費納付金

として１億 ７３７万 ９，０００円計上しておりますが、介護保険の第２号被保険者にかかる割り当

てられた保険料を社会保険診療報酬支払基金へ納付するものでございます。

２９ページの第７款及び第１項が共同事業拠出金、第１目の高額医療費共同事業医療費拠出

金では ６，２９４万 ９，０００円計上しておりますが、レセプト１件８０万円以上の高額医療費の支払

いのための共同事業で、三重県国民健康保険連合会から割り当てられた額を拠出するもので

あります。第３目その他共同事業事務費拠出金 １，０００円は、三重県国民健康保険団体連合会

に対し、退職被保険者の資格の割り出しを行うための経費を拠出するものであります。第４

目保険財政共同安定事業拠出金では２億 ２，８１５万 ３，０００円計上しておりますが、財政運営の

安定化を図るための共同事業で、割り当てられた額を三重県国保連合会へ拠出するものでご

ざいます。

３０ページをご覧ください。第８款保健事業費、第１項及び第１目は特定健康診査等事業費

では、４０歳から７４歳の被保険者を対象に行う生活習慣病予防のための健診等にかかる電算事

務委託料、健診委託料などの経費として ３，１１９万 ３，０００円を計上しております。平成２２年度

の特定健診受診率が県下で最下位だったことを受け、平成２４年度医療費適正化強化年と位置

づけ、当年度に限り受診料自己負担 １，０００円を無料にすることや、受診啓発用の懸垂幕とし

て受診勧奨通知等の発送等、受診率を向上させるための施策を実施するためのもので、昨年

度より ５２０万 ６，０００円の増額となっております。

３１ページの第２項保健事業費、第１目保健衛普及費 ３５６万 ５，０００円は、国民健康保健事業

として医療費通知にかかる経費、脳ドック検診委託料などの経費 ３４２万 ３，０００円と、国保ヘ

ルスアップ事業の１４万 ２，０００円は生活習慣病の予防、改善のための運動指導講座の経費等を

計上しております。

３２ページをご覧ください。第９款及び第１項が基金積立金、第１目が財政調整基金積立金

１，０００円は、財政調整基金の積み立て利息でございます。
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３３ページの第１０款及び第１項が公債費、第１目利子では一時借入金利子として２５万 ９，０００

円を計上しております。

３４ページをご覧ください。第１１款諸支出金、第１項償還金、第１目一般被保険者保険料還

付金の １５０万円、第２目退職被保険者等保険料還付金２０万円は、いずれも保険料の過誤納付

に対する還付金を計上しております。

３５ページの第１３款、第１項、第１節ともに予備費につきましては、昨年と同額の １，０００万

円を計上しております。

以上で、議案第２５号の説明を終わります。

工門利弘住民課長

続きまして、議案第２６号 平成２４年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算の内容につきま

して、ご説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２４年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算

平成２４年度紀北町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５億 １，４９４万円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

５，０００万円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）医療諸費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

それでは、その内容につきまして予算に関する説明書で、歳入から説明させていただきま

すので、予算書６ページをご覧ください。
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第１款及び第１項が後期高齢者医療保険料の合計額１億 ３，８４９万 ６，０００円は、三重県後期

高齢者医療広域連合が算出したものであり、第１目の特別徴収保険料として ９，２１４万 ５，０００

円、第２目の普通徴収保険料としては ４，６３５万 １，０００円をそれぞれ計上しております。

第２款使用料及び手数料、第１項手数料、第２目督促手数料は保険料督促にかかる手数料

として １，０００円を計上しております。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目事務費繰入金は３億 ４１９万 ３，０００円計上し

ておりますが、職員人件費や事務費などを一般会計から繰り入れるものであります。

７ページをご覧ください。第２目保険基盤安定繰入金 ７，１７５万円につきましては、保険料

軽減分にかかる繰入金を計上しております。

第６款諸収入、第２項償還金及び還付加算金、第１目保険料還付金５０万円は、三重県後期

高齢者医療広域連合に納付した保険料負担金に過誤が生じた際の還付金を計上しております。

次に、歳出ついて、ご説明させていただきます。８ページをご覧ください。

第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費 ９２４万 ４，０００円は、職員人件費とし

て職員１名分 ９１３万円、一般事務事業では関係法規の追録代と消耗品費として１１万 ４，０００円

を計上しております。

９ページをご覧ください。第２項及び第１目の徴収費１９万 ７，０００円は、保険料を徴収事業

として普通徴収にかかる保険料を徴収するための経費であります。

１０ページの第２款、第１項、第１目後期高齢者医療広域連合納付金５億 ４９９万 ９，０００円は、

三重県後期高齢者医療広域連合の運営経費を見込んだものであります。

１１ページをご覧ください。第４款諸支出金、第１項償還金及び還付加算金、第１目の保険

料還付金５０万円は、過年度分の保険料の過誤納付等にかかる被保険者への還付金として歳入

と同額を計上したものでございます。

以上で、議案第２６号の説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第２７号についての内容説明を求めます。

谷福祉保健課長。

谷吉希福祉保健課長

それでは、議案第２７号 紀北町介護サービス事業特別会計予算について、ご説明いたしま

す。

予算書の１ページをご覧ください。
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平成２４年度紀北町介護サービス事業特別会計予算

平成２４年度紀北町の介護サービス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億 ７，３８６万 ９，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額は、

３，６００万円と定める。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき説明をさせていただきます。

６ページをご覧ください。主なものの歳入から説明いたします。

第１款サービス収入、第１項介護給付費収入は１億 ７，２６４万 ６，０００円であります。第１目

居宅介護サービス費収入 １，１９３万円は、第１節短期入所生活介護費収入でありまして、居宅

介護サービス費の保険者収入が ９４２万 １，０００円と、利用者収入が ２５０万 ９，０００円であります。

第２目施設介護サービス費収入は１億 ６，０７１万 ６，０００円でありまして、第１節施設介護サ

ービス費収入で、保険者収入が１億 ３，９１７万 ２，０００円、利用者収入が ２，１５４万 ４，０００円であ

ります。

続きまして７ページをご覧ください。第７款諸収入、第２項雑入、第１目雑入につきまし

ては３２万円でありまして、嘱託職員等の雇用保険料、介護実習受入手数料、自動販売機の設

置手数料でございます。

８ページをご覧ください。第３項利用料の減免補助金は９０万円でありまして、利用者負担

金補助金であります。

続きまして９ページをご覧ください。歳出予算の主なものについて、ご説明いたします。

第１款総務費、第１項施設管理費、第１目一般管理費は１億 ６，５６７万 ７，０００円であります。

内容につきましては職員人件費が正職員１３名分で ８，４５０万 ３，０００円であります。嘱託職員等

賃金につきましては１９名分で ４，６０６万 ８，０００円であります。

次に、老人ホーム管理運営事業は ３，４７８万円でありまして、管理運営費の主なものといた

しましては、給食賄材料費や地下タンクの油圧計の設置、雨漏り改修等事業でございます。
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利用者育成事業といたしまして、家族交流会、夏祭り、秋の遠足等の執行経費３２万 ６，０００円

であります。

続きまして、１２ページをご覧ください。第２款サービス事業費、第１項居宅サービス事業

は ８１４万 ８，０００円で、居宅介護サービス事業短期入所生活介護にかかる経費等であります。

第４款公債費につきましては、一時借入金の利子４万 ４，０００円であります。

以上、平成２４年度紀北町介護サービス事業特別会計予算を終わらさせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。

平野倖規議長

次に、議案第２８号についての内容説明を求めます。

奥川水道課長。

奥川英水道課長

議案第２８号 平成２４年度紀北町水道事業会計予算について、ご説明させていただきます。

予算書の１ページをお願いします。

平成２４年度紀北町水道事業会計予算書

（総則）第１条 平成２４年度紀北町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給水戸数 ９，４９３戸

（２） 年間総給水量 ２５７万 ７，３６３㎥

（３） 一日平均給水量 ７，０６１㎥

（４） 主な建設改良事業

古里・道瀬簡易水道統合整備業 ８，４９４万 ５，０００円

中桐・前山間バイパス配水管布設工事 １，３９０万円

上里地区配水管布設替工事 １，６５０万円

赤羽簡易水道水源地遠方環視システム改良工事 １，０５０ 万 ４，０００円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入 第１款 水道事業収益 ３億 ８，９１７万円

第１項 営業収益 ２億 ６，１９８万 ９，０００円

第２項 営業外収益 ７３万円
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第３項 簡易水道営業収益 １億 １，３７８万 ７，０００円

第４項 簡易水道営業外収益 １，２６６万 ４，０００円

支出 第１款 水道事業費用 ３億 ７，７９８万 ９，０００円

第１項 営業費用 ２億 ２，９７２万 ８，０００円

第２項 営業外費用 ２，６１９万円

第３項 簡易水道営業費用 ９，７２８万 １，０００円

第４項 簡易水道営業外費用 ２，４５０万 ４，０００円

第５項 特別損失 ２８万 ６，０００円

２ページをお願します。

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額２億 ６，８１０万 ２，０００円は、当年度分損益勘定留保資金等で補てん

するものとする。

収入 第１款 資本的収入 １億 ８，３０４万 ７，０００円

第１項 負担金 ４００万円

第２項 補助金 ７，４１４万 ７，０００円

第３項 企業債 １億 ４９０万円

支出 第１款 資本的支出 ４億 ５，１１４万 ９，０００円

第１項 建設改良費 ２億 １６５万円

第２項 企業債償還金 ２億 ４，９４９万 ９，０００円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

起債の目的、限度額は簡易水道事業債 ５，２６０万円、過疎対策事業債 ５，２３０万円、計１億

４９０万円、起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりでありますす。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、 ７，０００万円と定める。

３ページをお願いします。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。
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（１）各項に計上した予定額に過不足が生じた場合における同一款内で、これらの経費の

各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

（１）職員給与費 ８，２１１万 ４，０００円

（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 ６，７０４万 ９，０００円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、 ８００万円と定める。

平成２４年３月２日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、２４ページの予算実施計画説明書で、説明させていただきます。

２４ページをお願いします。

まず収入ですが、第１款、第１項、第１目の給水収益は２億 ６，００７万 ６，０００円であります。

内容につきましては、紀伊長島区と海山区の上水道の使用料で、紀伊長島区は１億 ６，９２３万

６，０００円、海山区は ９，０８４万円を見込んでおります。

第２目その他営業収益は １９１万 ３，０００円であります。主なものとしましては給水工事用材

料売却収入４３万 ５，０００円、上水道加入分担金２５件分、 １３７万 ５，０００円でございます。

次に、第２項、第１目の受取利息及び配当金は２９万 ２，０００円で、これは定期預金の利息で

ございます。第２目雑収益は１３万 ２，０００円であります。主なものとしましては土地貸付料１３

万 １，０００円などであります。第３目の補助金３０万 ６，０００円で、これは上水道企業債償還利子

にかかる一般会計補助金であります。

２５ページをご覧ください。次に第３項、第１目の給水収益１億 １，２６０万 ３，０００円でありま

す。これは簡易水道の水道使用料で、紀伊長島区 ３，５６１万 ５，０００円、海山区 ７，６９８万 ８，０００

円でございます。第２目その他の営業収益は １１８万 ４，０００円で、主なものとしましては給水

工事用材料売却収入２８万 ３，０００円、簡易水道加入分担金１３件分、８６万 １，０００円でございます。

次に、第４項、第１目の補助金 １，２６６万 ４，０００円であります。これは簡易水道企業債償還

利子にかかる一般会計補助金でございます。
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２６ページをご覧ください。次に支出でございます。

第１款、第１項、第１目の原水及浄水費 ２，３６２万 ８，０００円であります。内容につきまして

は上水道の原水及び浄水設備の維持管理に要する費用を計上しております。主なものとしま

しては、原水及び処理水の水質検査委託料ほか ３５２万 ５，０００円、水源地等の施設修繕代 １００

万円、水源地及び浄水場の電気代 １，７２４万 ８，０００円、薬品費の塩素 １０８万 ９，０００円でござい

ます。

第２目配水及給水費 １，９４０万 ４，０００円であります。内容につきましては、浄水施設のほか

配水池、配水管、送水管の維持管理等に要する経費を計上しております。主なものとしまし

ては、修繕料の １，００９万 ３，０００円は量水器取替工事 １，０７２戸分、 ３７２万 ６，０００円と、給配水

管等の修繕代 ４５０万円等で、動力費の ２０３万 １，０００円は加圧ポンプ所等の電気代で、材料費

４８７万 ５，０００円は取替量水器 １，１３０戸分の購入費 ３９７万 ４，０００円と、修繕材料代９０万円でご

ざいます。

次に、第３目総係費は１億７７万 ８，０００円であります。内容につきましては、上水道の水道

料金の調定、収納事務のほか、事業活動全般に関する経費を計上しております。主なものと

しましては、水道水源保護審議会委員報酬２６万円、職員１０名分の給与費 ８，３４２万 ８，０００円、

嘱託臨時職員２名分の賃金 ３９０万 ７，０００円、委託料 ７５３万 ３，０００円、賃借料 １０７万 ２，０００円

等でございます。委託料の主なものは紀北町上水道管理システムデータ更新委託料 １７４万 ３，

０００ 円、検針業務委託料 ３６７万 ２，０００円、集金業務委託料 １０２万 ７，０００円、水道料金システ

ム業務委託料９８万 ７，０００円などでございます。また、賃借料の主なものは水道企業会計シス

テム電算機器使用料８３万 ９，０００円などでございます。

第４目の減価償却費 ８，４７２万 ６，０００円であります。

第５目の資産減耗費は９０万円であります。

第６目のその他営業費用は２９万 ２，０００円であります。これは指定工事店への給水装置工事

用材料売却に伴う売却原価であります。

２９ページをお願いします。第２項営業外費用の第１目支払利息は １，８６７万 ４，０００円で、主

なものとしまして上水道の企業債利子償還金でございます。

第２目の消費税は ７５１万 ５，０００円であります。

第３目の雑支出は １，０００円であります。

次に、第３項の簡易水道営業費用 ９，７２８万 １，０００円につきましては、簡易水道事業にかか

る経費であります。第１目原水及浄水費は ２，０７６万 ７，０００円であります。内容につきまして
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は、簡易水道の原水及び浄水施設の維持管理に要する経費を計上しております。主なものと

しましては、原水及び処理水の水質検査などの委託料 ６１７万 ８，０００円、水源地の施設修繕費

２００万円、水源地の電気代 １，１２８万 ３，０００円、薬品費６０万 ６，０００円などでございます。

３０ページをお願いします。第２目の配水及給水費は １，１３４万 ４，０００円であります。主なも

のとしましては通信運搬費で１１回線の専用電話料 １４１万 ３，０００円、修繕費 ７１６万 ４，０００円は

量水器 ３２２戸の取替工事費 １１２万 ３，０００円、配水管修繕代など ５００万円、材料代 ２２５万 １，０

００円は、取替量水器 ３７４戸の購入費 １３５万円と、修繕材料代９０万円でございます。

次に、第３目総係費は １，１６３万 ４，０００円であります。内容につきましては、簡易水道の水

道料金の計算、収納等の事務にかかる簡易水道全般の経費を計上しております。主なものと

しましては、職員１名分の給与費 ７７９万円のほか、委託料 ２４１万円でございます。委託料の

主なものは検針業務委託料 １５３万 ９，０００円、集金業務委託料４４万 ８，０００円、簡易水道料金シ

ステム業務委託料４２万 ３，０００円でございます。

３１ページをお願いします。第４目減価償却費 ４，６７４万 ６，０００円であります。

第５目資産減耗費 ６６０万円であります。

第６目その他営業費用は１９万円であります。これは指定工事店への材料売却に伴う売却原

価でございます。

次に、第４項簡易水道営業外費用、第１目の支払利息は ２，４５０万 ４，０００円で、これは簡易

水道企業債利子償還金でございます。

第５項特別損失、第１目過年度損益修正損は２８万 ６，０００円であります。これは過誤納等に

よる過年度分の水道料金の歳出還付金でございます。

３２ページをお願いします。資本的収入及び支出でございます。

まず収入です。第１款、第１項、第１目の負担金 ４００万円であります。これは消火栓設置

１０箇所の一般会計からの工事負担金であります。

次に、第２項、第１目の補助金 ７，４１４万 ７，０００円で、これは簡易水道企業債償還元金にか

かる一般会計補助金 ５，４０７万 ９，０００円と、国庫補助金 ２，００６万 ８，０００円は古里・道瀬簡易水

道統合整備事業にかかる国庫補助金です。

次に、第３項、第１目企業債１億 ４９０万円で、これは古里・道瀬簡易水道統合整備事業の

企業債借入金で、簡易水道事業債 ５，２６０万円と、過疎対策事業債 ５，２３０万円でございます。

３３ページをお願いします。

次に、支出でございます。第１款、第１項、第１目上水道改良費は ２，４９５万円であります。
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内容につきましては、高速道路建設工事に伴う実施設計委託料 ２００万円、紅ヶ平浄水場設備

更新事業実施設計業務委託料 ９４５万円であります。工事請負費 １，３５０万円で、上水道の支障

移転など緊急用工事用 ８００万円と、戸ノ須地区配水管布設工事 ５５０万円であります。

第２目固定資産購入費は ２，８４５万 ５，０００円であります。機械及び装置購入費 ２，８２０万 ５，０

００円は、赤羽簡易水道水源地遠方監視システム改良工事 １，０５０万 ４，０００円、紀伊長島区上水

道第２水源地２号ポンプ取替工事 ６８２万 ５，０００円、緊急時浄水装置設備事業 ４２０万円、総合

住民システム更新業務委託 ５３１万 ３，０００円、水道料金システム用機器調達業務委託 １３６万 ３，

０００ 円で、工具器具備品購入費２５万円は、水道課で使用する工事費であります。

第３目簡易水道改良費は１億 ４，８２４万 ５，０００円であります。内容は、委託料 ８００万円で、

高速道路建設工事等に伴う配水管支障移転工事実施設計委託業務であります。工事請負費１

億 ４，０２４万 ５，０００円で、古里・道瀬簡易水道統合整備事業に ８，４９４万 ５，０００円と、中桐・前

山間バイパス配水管布設替工事 １，３９０万円、上里地区配水管布設替工事 １，６５０万円、船津地

区配水管布設替工事 ９９０万円、簡易水道配水管布設替支障移転工事に １，５００万円を計上して

おります。

次に、第２項、第１目企業債償還金は２億 ４，９４９万 ９，０００円で、上水道事業分が１億 ４，６

９６万 ４，０００円、簡易水道事業分が１億 ２５３万 ５，０００円であります。

以上で、平成２４年度紀北町水道事業会計予算の説明を終わります。よろしくお願いいたし

ます。

平野倖規議長

以上で、各議案の提案理由並びに内容説明を終わります。

お諮りします。

ただいま説明のありました各議案に対する質疑については、第５日、３月６日の本会議で

行うことにしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

異議なしと認めます。

したがって、各議案に対する質疑については、第５日、３月６日、火曜日の本会議で本会

議で行うことに決定しました。
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日程第３５

平野倖規議長

次に、日程第３５ 報告第１号 専決処分の報告についてを議題といたします。

提案者から報告を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

報告第１号 専決処分の報告についてでございます。

平成２３年７月１９日、午前１１時１０分ごろ、紀伊長島区東長島名倉地区の国道 ２６０号と県道多

田ヶ瀬山居線の交差点の南におきまして、水道課主任技術員が運転する公用車が、名倉配水

池加圧ポンプ場での作業を終え車を発進させたところ、走行中の原動機付自転車に衝突し、

相手方車両を損傷させ、負傷を負わせる事故が発生しました。

昨年１１月２９日の臨時会におきまして、相手方の負傷に対する損害賠償額を１６万 ４，６８０円と

して和解が成立し、専決処分をしましたことをご報告いたしましたが、本年２月１３日、車両

の損傷につきましても損害賠償額を６万 ９，５３３円として和解が成立し、専決処分をいたしま

したので、議会に報告しようとするものであります。

以上、１件の報告につきまして、提案理由をご説明申し上げましたが、このような事故が

発生しないよう、今後もさらに事故防止のための方策を強化し、事故が発生しないように取

り組んでまいります。以上でございます。

平野倖規議長

本件については、議会の委任による専決処分であることから、基本的には質疑は行わない

とされていますが、ただいまの説明において、内容等について理解しがたい点があれば、再

度説明を求めるということで発言を許したいと思います。

発言される方はありませんか。

（「な し」と呼ぶ者あり）

平野倖規議長

これで発言を打ち切り、報告第１号については聞き置くことといたします。
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日程第３６

平野倖規議長

次に、日程第３６ 請願案件を議題といたします。

お手元に配付した請願文書表のとおり、請願１件を受理することとし、別紙文書表を朗読

させ、説明に代えさせていただきます。

脇次長。

脇俊明議会事務局次長

平成２４年３月紀北町議会定例会

平成２４年３月２日

請願文書表

受理番号 請願第１号

受理年月日 平成２４年２月２２日

件 名 公的年金の改悪に反対する意見書を求める請願書

請願趣旨 政府の税と社会保障の一体改革は、年金のさらなる改悪を国民に押し付け、

内容周知時間を保証せずに強行することは断じて許せないため、下記事項を意見書として国

に提出いただきたい。

１．年金 ２．５％の引き下げ反対、デフレ経済下の「マクロ経済スライド」の発動も止める

こと。

２．年金支給開始年齢のさらなる「引き上げ」をしないこと。

３．低年金者への加算は、生活できる十分な額にすること。また、無年金者にも給付する

こと。

４．受給資格期間を短縮した場合、現在の無年金者にも必ず適用すること。

請願者の住所及び氏名 紀北町海山区馬瀬 ７５３

全日本年金者組合 三重県牟婁支部 支部長 前田寛一

紹介議員氏名 中津畑正量

付託委員会 教育民生常任委員会

以上でございます。

平野倖規議長
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以上で、請願案件の説明を終わります。

なお、受理した請願については、別紙文書表のとおり所管の委員会に付託することになり

ますので、ご報告申し上げます。

平野倖規議長

以上で、本日の日程はすべて終了しました。

なお、一般質問通告書の締め切りは、６日の午後１時までであります。締め切り時間につ

いては十分に注意していただき、できるだけ早めに提出くださるようお願いします。

本日はこれで散会いたします。

（午後 ３時 ４９分）
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